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平成26年６月20日（金曜日）

午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

総合政策部

１．人口に関する資料について

２．人口減少に伴う課題と県としての対策に

ついて

商工観光労働部

１．本県の雇用の現状と課題について

２．ＵＩターン促進の取組について

３．商工観光労働部における人材育成の主な

取組について

４．企業立地の現状と課題及び取組について

○協議事項

１．調査事項について

２．県北調査について

３．県南調査について

４．次回委員会について

５．その他

出席委員（17人）

委 員 長 重 松 幸次郎

副 委 員 長 宮 原 義 久

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 外 山 三 博

委 員 坂 口 博 美

委 員 井 本 英 雄

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 中 野 一 則

委 員 黒 木 正 一

委 員 岩 下 斌 彦

委 員 二 見 康 之

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 井 上 紀代子

委 員 髙 橋 透

委 員 新 見 昌 安

委 員 西 村 賢

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 橋 本 憲次郎

県 参 事
兼総合政策部次長 永 山 英 也
（政策推進担当）

総合政策部次長
安 田 宏 士

（県民生活担当）

総 合 政 策 課 長 井 手 義 哉

統 計 調 査 課 長 奥 野 厚 子

商工観光労働部

商工観光労働部長 茂 雄 二

商工観光労働部次長 梅 原 裕 二

企業立地推進局長 川 野 美奈子

観光物産･東アジア戦略局長 金 子 洋 士

部参事兼商工政策課長 田 中 保 通

金 融 対 策 室 長 川 畑 充 代

産 業 振 興 課 長 佐 野 詔 藏

産業集積推進室長 冨 山 幸 子

労 働 政 策 課 長 久 松 弘 幸

地域雇用対策室長 福 嶋 清 美

企 業 立 地 課 長 津 曲 睦 己

観 光 推 進 課 長 孫 田 英 美

記紀編さん記念事業推進室長 松 浦 直 康

オールみやざき営業課長 日 下 雄 介

県立産業技術専門校長 田 村 吉 彦
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事務局職員出席者

政策調査課主査 黒 田 裕 司

政策調査課主任主事 日 髙 壮

○重松委員長 皆さんおはようございます。そ

れでは、ただいまから人口減少・地域活性化対

策特別委員会を開会いたします。

本日の委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付の日程（案）をごらんください。

本日は、まず総合政策部から「人口に関する

資料」等について概要説明をいただき、質疑・

意見交換後、商工観光労働部から「本県の雇用

の現状と課題」「企業立地の現状と課題及び取り

組み」等について概要説明をいただきます。

その後、「調査事項」「県内調査」「次回委員

会」について御協議をいただきたいと思います

が、このように取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

総合政策部においでいただきました。

執行部の皆様の紹介につきましては、お手元

に配付の出席者配席表にかえさせていただきた

いと思います。

早速ですが、概要説明をお願いいたします。

○橋本総合政策部長 おはようございます。総

合政策部でございます。よろしくお願いいたし

ます。

座って失礼させていただきます。

今議会の一般質問でも知事から答弁させてい

ただきましたように、人口減少問題は、出産、

子育てを取り巻く社会的環境、雇用産業の大都

市偏在、個人の価値観や生活の多様化等、極め

て広範かつ多岐にわたる要因によって生じてい

るものと考えております。これら、いずれも一

朝一夕には解決が困難な課題ではありますけれ

ども、人口減少の局面におきましては、地域の

活力を維持し、人口減少に歯どめをかけていく

取り組みを長期的視点に立って着実に、かつ効

果的に実施していくことは大変重要であると認

識しているところでございます。

このため、県といたしましては、今年度見直

します総合計画におきましても、引き続き県政

の最重要課題として位置づけ、その対策に全力

を挙げてまいりたいと考えております。

それでは、お手元にお配りしております資料

の表紙をお開きいただきまして、目次をごらん

ください。

今回、前回の特別委員会で資料要求のござい

ました宮崎県の産業別就業者の推移など人口に

関する資料について、また今回御依頼いただき

ました人口減少に伴う課題と県としての対策に

ついて、その概要をそれぞれの担当課長から御

説明申し上げます。

私からの説明は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

○奥野統計調査課長 要求のございました人口

に関する資料につきまして、お手元の「委員会

資料」に取りまとめておりますので、御説明い

たします。

「委員会資料」の１ページをごらんください。

まず、１、宮崎県の産業別就業者数の推移に

ついてでございます。
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主な産業別就業者数を折れ線グラフで示して

おります。このグラフでは、左側の目盛りが産

業別就業者数を、右側の目盛りが就業者総数を

示しております。このグラフの特徴といたしま

しては、まず１番目としまして農業従事者数の

大幅な減少、２つ目としまして各種サービス業

従事者数の増加ということであろうかと思いま

す。

まず、農業従事者の大幅な減少についてでご

ざいますけども、主な要因といたしましては、

高齢化や後継者不足による離農などが考えられ

ます。

次のその他のサービスの増加についてでござ

いますけども、グラフ右端に内訳を示しており

ますが、病院や福祉施設、介護施設などの医療、

福祉、そして学校や学習塾などの教育、学習支

援業、さらにはクリーニング業や美容室などの

生活関連サービス業、娯楽業が主なものとなっ

ております。

増加の主な原因でございますけれども、高齢

化の進展による福祉施設等の増加によるもの、

また家事代行サービス業やペット関連業、便利

屋など、従来には見られなかった多種多様なサ

ービス業がふえておりまして、その結果、広範

囲にわたるサービス業の就業者数をふやしてい

ると考えられます。

御参考までに、全産業を合計いたしました就

業者総数の推移を一番上の折れ線グラフで示し

ております。就業者総数は、昭和40年にわずか

に50万人を下回ったほかは50万人台で推移して

いますけれども、平成７年以降、減少傾向となっ

ております。

次に、御要望のありました産業別に将来必要

とされる就業者数についてでございますけれど

も、この件につきましては、消費者ニーズ等に

よりまして今後産業構造が大きく変わることが

予想されますので、県といたしましては就業者

の見込み数につきましては算出はしておりませ

ん。

なお、第１次産業につきましては、農政水産

部と環境森林部がそれぞれの長期計画の中で、

過去の就業者数の趨勢をもとに目標値を掲げて

おりますので、参考までに表でお示ししており

ます。

次に、２ページをお開きください。

２の宮崎県の未婚率の推移についてでござい

ます。

過去50年間の本県の未婚率の推移を、男女別

さらに20代から50代までの４つの年代別に分け

まして、上の折れ線グラフで、そして実数の未

婚者数を下の棒グラフでお示しております。

まず、２ページの男性についてでございます。

未婚率の最も高い20代につきましては、昭和50

年から未婚率が上昇していましたけれども、平

成７年からはほぼ横ばいの75％前後で推移して

おります。

一方、30代から50代の男性につきましては、

昭和35年値の未婚率は10％以下でございました

けれども、昭和50年代から緩やかな上昇を続け

ておりまして、平成22年の30代の未婚率は35％

まで上昇しております。

下の未婚者数の棒グラフでございますけど

も、20代の未婚者数は減少してきております

が、30代以上は年々未婚者数が増加をしており

ます。

次に、３ページの（２）女性のグラフをごら

んください。

女性につきましては、緩やかではありますけ

ども、男性同様、20代は平成７年ごろから横ば

い状態に、30代から50代は平成２年ごろから緩
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やかな上昇傾向にございます。

次に、４ページをお開きください。

３の諸外国の合計特殊出生率の推移について

でございます。

日本を初めとしました６カ国の推移を折れ線

グラフでお示しております。ごらんいただきま

すとおわかりのように、人口維持に必要な2.07

を超えている国はございませんけれども、日本

とドイツが1.39であるのに対しまして、他の諸

国では2.0前後と日本よりも高い数値を示してお

ります。

このほか、お求めがございました出産に関す

る生物学的研究資料でございますけれども、精

子の減少について正式に認めました論文等につ

きましては、現段階では見つけることはできま

せんでした。

なお、御参考まででございますけれども、厚

生労働省が関連するテーマでレポートを出して

おりましたので、別冊として２冊、「内分泌攪乱

化学物質─いわゆる環境ホルモンのことです

けれども─の健康影響に関する検討会の報告

書」と「平成25年版厚生労働白書」をお配りし

ております。

別冊１でございますけれども、こちらにつき

ましては、環境ホルモンが人体に与える影響に

ついて文献研究したものをまとめたものでござ

いますけども、結論といたしましては、最後の255

ページでございますけれども、そこの枠で囲ん

でございます生殖機能への影響に記載してござ

います。精子数低下及び子宮内膜症につきまし

て、環境ホルモンが影響を与えているとするに

は知見が不十分であるとの結論でございました。

次に、別冊２の「厚生労働白書」でございま

す。

こちらの107ページをお開きください。

図表２─３─23、女性の年齢の変化による卵

子の数の変化というグラフでございます。これ

をごらんになっていただきますと、年齢を経る

に従いまして卵子の数が減少しているというこ

とがおわかりになるかと思います。昨今の女性

の晩婚化が進む中で、不妊、ひいては少子化に

つながっているのではないのかなというふうに

考えられます。

最後の御報告でございますけども、資料はご

ざいませんが、前回の委員会で御質問をいただ

きました昭和20年の人口調査について御説明し

たいと思います。

昭和20年の人口調査につきましては、ちょう

ど戦後という時期でもあったわけなんですけど

も、翌年の第22回衆議院議員選挙の議員定数の

算定基礎資料等を得るために、当時の内閣統計

局が実施をしております。調査時期は昭和20年11

月１日現在でございまして、調査項目は、氏名、

年齢、性別などの５項目と少なかったわけなん

ですけども、調査の方法は調査員が世帯に調査

票を配布して世帯主が記入するとなっているな

ど、現在の国勢調査と同じ調査方法であったよ

うでございます。

説明は以上でございます。

○井手総合政策課長 総合政策課のほうから、

人口減少に伴う課題と県としての対策について

御説明させていただきます。

「委員会資料」の５ページでございます。

よろしいでしょうか。「委員会資料」５ページ、

人口減少に伴う課題と県としての対策というこ

とで、まず、１に人口減少に伴い想定される主

な課題ということで４項目上げております。人

口減少は非常に幅広い問題を生じますので、い

ろいろな切り口から捉え方はあろうかと思いま

すが、今回の御説明では、くらし、産業、人財、
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そして行財政という４つの側面から主な課題だ

け抜き出しております。

まず、１番目のくらしにおける課題でござい

ますが、それぞれ地域のコミュニティーが高齢

化していくことによりまして、高齢者自身もし

くはその周りの方々、また、地域におられる障

がいのある方、乳幼児の皆さん、いわゆる災害

弱者の方々の避難の困難性等から、地域の防災

力が低下するのではないかというのが一点。

そして、いわゆる老老介護、高齢者が高齢者

の方を介護しているような世帯、もしくは高齢

者だけ、お一人の世帯、そういう世帯が増加す

ることによって介護、医療のほうで需要が高ま

り、その人材そのものも不足していくという課

題でございます。

３つ目が、地域の担い手が減少することによ

りまして、その地域特有の文化であったり伝統

芸能であったりそういうものの継承していく機

能、また、田畑を含め山川を守っていくような

国土保全機能、いわゆる地域の持つ多面的機能

が低下をしていくんではないかという危惧があ

ると、この辺がくらしにおける課題というふう

に整理しております。

２番目が産業における課題ということで、こ

れは、もう皆様方よくおわかりのことだと思い

ますけども、人口そのものが減ることによりま

して地域経済が縮小をしていく。特に、子供の

世代、若者の世代が減ることによって需要がだ

んだん小さくなっていくという危惧があろうか

と思います。

もう一点としまして、どうしても若い世代が

生み出す、ここでは「イノベーション」って片

仮名を使っていますけれども、新しい発想であっ

たり新しい変革であったり、そういうものがな

かなか生まれづらくなっていって、経済そのも

のが停滞していくのではないかという危惧があ

ると。

３番目が、人財でございます。これは、その

ものずばり、生産年齢の人口が減少していき、

労働力が不足していく。

そして、もう一点としまして、人づくりとい

う面から、いろいろ、よかったり悪かったりす

るんでしょうけれども、子供の数が減るという

ことで、従前のように非常に子供たちがたくさ

んいる中で育つのとは違い、少し社会性が低下

するのではないかというような危惧がございま

す。

最後に、行財政でございますが、いわゆる社

会保障の世代間の格差、年金とかそういうとこ

ろでございますが、これが、だんだん格差が広

がっていくのではないかという状況でございま

す。

現在、１人の65歳以上の高齢者を2.6人の現役

世代が支えてると、これが2030年では1.7人に１

人、2060年では1.2人に１人、１人が１人肩車を

するような状態が、現行のままであればそうい

うことになるというような試算もされておりま

す。

以上、４つの方面から主な課題を上げており

ます。

２番目としまして、では、人口減少はどうい

う要因で起こっているのか、これは前回の統計

調査課のほうから統計データでお示ししました

ように２つの側面がございます。

人口の自然動態ということで、自然減でござ

います。出生者と死亡者の差ということで、合

計特殊出生率が、本県の場合は全国的には２位

ということで現在も高水準にあります。しかも、

だんだん回復をしています。

ただ、どうしても絶対数としての母親世代が
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減っていく、そして、きょうの資料にもありま

したように、若者の未婚化、晩婚化が進んでい

くことによりまして、出生数自体は減少傾向に

あります。

また、中長期的には、高齢者が増加して死亡

者がさらに増加していくということで、人口の

急減が見込まれるとされております。

もう一点としまして、社会動態でございます。

これも、前回の委員会でお示ししましたように、

若者の就学、いわゆる大学進学等の就学のとき、

そして学校を出て就職をするとき、ここに県外

流出の大きなこぶといいますか山があります。

そこで社会減が生じてくる。

また、もう一点としまして、景気動向と相関

関係があると見受けられておりまして、景気が

よくなればなるほど県外の流出が進んでいくと。

あと、その他、もう一点で、15歳から24歳以

外の世代では、社会増減はおおむね均衡をして

ます。出ていくものと入ってくるものがほぼ一

緒という状況にございます。

こういう課題、そしてその要因を踏まえまし

て、県としての対策、柱立てでございますが、

方向性を３点お示しをしています。

まず１点目としまして、要因対策になります

が、自然減に対応するための「出産・子育てし

やすい環境づくり」、そして人口流出による社会

減に対応するための「雇用の場づくり」、「移住

の促進」、そして３番目が、人口減少がそれでも

進んでいく中で地域の活力を維持していく、そ

ういうことのための「交流人口の拡大」、また「地

域経済循環の促進」、そして生産労働力の一助と

いうことも含めまして「高齢者や女性の活躍す

る場の拡大」という３つの項目を掲げておりま

す。

中身につきまして、めくっていただきまして

６ページで少し説明させていただきます。６ペ

ージをごらんいただきたいと思います。

まず、４の（１）自然減に対応するための「出

産・子育てしやすい環境づくり」ということで、

少子化の対策と子育て環境づくりの２つを書い

てます。ただ、これは自然減に対応すると書い

ておりますけども、今回の少子化対策白書でも

出ておりますように、特に男性の場合は経済的

理由から結婚をためらうというような意識調査

も出ております。

２番目のほうに雇用の場づくりを書いており

ますけれども、何はともあれ、産業経済を活性

化させて働く場をつくっていくこと自体が、結

婚、さらには出産につながるのではないかとい

う考え方をしております。そういう中で、まず

はこの中で具体的に少子化の対策と子育て環境

づくりだけをとりあえず上に上げて、まず説明

させていただきます。

まず、少子化対策ですけれども、社会全体で

子育てを応援するような機運の醸成を図って

いっておるところであります。括弧書きにして

ありますけど、本県では未来みやざき子育て県

民運動というのを推進をしております。あと、

出会いの場づくり、交流の場づくり、結婚の機

会をふやすということでそういうことを取り組

んでおります。

子育て環境のほうでございますが、市町村と

も連携しながら行っております乳幼児医療費の

助成、また保育の対策、そして、今回、イクメ

ン手帳と申しまして、いわゆる父親手帳、父子

手帳等をお配りしてますけども、地域の子育て

支援というようなことをやっております。こう

いうことによりまして、子育て、出産に対する

不安や負担の軽減を図っていこうという取り組

みであります。
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あと、働きやすい職場の環境づくり、あとワ

ークライフバランスと申しますか、仕事と家庭

の両立支援、また男女共同参画社会づくりとい

うことで、男女の多様な生き方を可能とするよ

うな環境の整備等に取り組んでおります。

（２）の人口流出による社会減に対応するた

めの「雇用の場づくり」や「移住の促進」でご

ざいますが、まず働く場、雇用の場づくりとい

うことで、企業立地の促進、地域発の成長産業

の創出。あと、それぞれの県内企業の競争力を

上げるための産学官連携による、いわゆる新商

品、新サービスの開発等への支援。中小企業の

皆さん方の経営基盤の安定化、活性化の支援。

こういうものに、まず取り組んでおります。

続きまして、移住でございます。県内のほう

に人を呼び込んでいくということで、移住の促

進についてですが、そこにおきましても働く場

をまず紹介するということで、地域における雇

用・就業機会の確保のため、ふるさと就職説明

会でありますとか、県内の就職説明会等を行っ

ております。あと、もう一点としまして、多様

な就労ニーズに応じた就業支援、ここの辺も、

Ｕターン者向けのふるさと人材バンク等を整備

しているところでございます。

あと、３番目が人財づくりということで、一

人一人の生産力を上げていく、能力育成をして

いくということで、今年度も人財づくりの基金

を造成しておりますけれども、将来を担ってい

く次世代の育成と、あと県内の産業と雇用の核

となる産業人財づくりに取り組んでおります。

（３）が、人口減少の中で地域の活力を維持

していくためということで、「交流人口の拡大」

でございます。

まず１番目でございます。農家民宿等の取り

組みが県内では盛んになっておりますけれども、

農村地域への交流人口の拡大でありますとか、

観光地づくり、また県境を越えて、東九州自動

車道も通ったというところもありまして観光誘

客推進をしているところでございます。

あと、２番目が「地域経済循環」ということ

で、中山間地特有の資源を使った産業の振興、

フードビジネス等も含めながらやっております。

あと、それぞれ、いわゆる協働という意識を醸

成していく多様な主体の参加による地域経営と、

林業・木材産業の振興でありますとか、地域の

中で経済を回すための広い意味での地産地消を

推進しているところであります。

３番目が、「高齢者や女性の活躍する場の拡大」

ということでございまして、まず、健康年齢を

上げていくということで、生涯を通じた健康づ

くり、高齢者になってもできるだけ元気に過ご

していっていただくような社会づくりをやって

おります。あと、それぞれ女性、もしくは高齢

者の方々が地域社会での活躍ができるような場

を提供するような事業を取り組んでおります。

以上、施策の柱立てということで御説明をさ

せていただきました。

以上でございます。

○重松委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら、御発言をお

願いいたします。

○坂口委員 資料で少しお尋ねするんですけど、

出生率ですけど、合計特殊出生率と違って、子

供を持ってる人たちの平均の子供の数ですよね、

だから、赤ちゃんを産んだ経験がある人が生涯

のうち何人産むかっていうのが１つ知りたいの

と、それから１人赤ちゃんを得た人が２人目を

産む割合、それっていうのはどんな状況になっ

ているかわかりますか。

○奥野統計調査課長 少しお時間いただけます
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でしょうか。申しわけございません、調べます。

○重松委員長 よろしいですか。

○外山委員 ちょっと前に、国の経済財政諮問

会議の「選択する未来」委員会で、人口の国の

予測を、近未来というか30年ぐらい先まで出し

ましたよね。

宮崎県の場合はどうなんですか、10年、20

年、30年先は非常に難しいと思うんだけど、今

生まれておる子供が、子供を産むようになるの

は大体20年先なんです、18年から20年先。です

から、20年先までは今の子供というか、何歳が

何名おるということが大体予測できると思うん

です。だから、20年先までは予測できる。高齢

化率もわかりますから。

そういうところを見ていったときに、10年先

の宮崎県の人口、20年先の宮崎県の人口、そこ

辺の予測はされてますか。

○井手総合政策課長 現行の総合計画は平成23

年につくりましたけれども、このとき既に、私

どもは人口減少が一番大きな課題であるという

ふうに認識しておりまして、総合計画の一番最

初に将来予測、人口の予測等を含めて書いてお

ります。

この場合の私どもの推計の条件、ケースを幾

つか分けて、いわゆる高位推計、低位推計みた

いな形でやっておりますが、本県の総合計画が

目指してる推計としましては、20年後、つまり

平成23年につくりましたので、2030年を想定し

てつくっておりまして、合計特殊出生率が20年

後までに1.85ぐらいまでに向上をさせたいと。

ことしの合計出生率が1.72でございます。それ

を1.85ぐらいまで上げていく。そして、働く場

の創出等で若者が県外に出ていくのを30％ぐら

いは今からとめ置くというそういう条件を加え

まして、2030年で99万6,000人ぐらいの人口規模

を維持できるのではないかという推計をしてお

ります。

○外山委員 出生率を1.85まで持っていったに

しても、その効果が出てくるのは20年先なんで

す。来年度1.85にしても、この効果が出てくる

のは20年先なんです。だから、ちょっとおかし

いんじゃない、1.85に持っていったって、それ

は20年よりまだ先の話になりますから。だか

ら、20年先までは、今生まれて生活をしておる

年齢別の子供というか、そこをベースにすれば

いいわけで、30年先になると出生率の変化って

いうのが影響が出てきますけれど、20年先はも

うはっきり数字が、出生率は関係ないですよ。

その20年後の後の話で。言っている意味わかり

ますか。

○井手総合政策課長 済みません、おっしゃる

とおり、現時点で合計特殊出生率が改善しても、

前回の日本創成会議の資料にもありましたよう

に、女性の数そのものが減っていく中で出生率

そのものを上げても、なかなか数そのものに跳

ね返ってくるのは遅くなると。

先ほど総合計画の話をさせていただきました

けども、委員がおっしゃるとおりでございまし

て、子供がふえても社会経済活動に参加すると

ころまで来るのには相当な時間がかかる。その

辺を含めまして、一つは、先ほど言いましたよ

うに若者の社会流出をどうにかとめないといけ

ないというのが一点でございます。そして、も

う一点としましては、いわゆる高齢者の就業率

をいかにして上げていくのかという問題意識が

ございます。

１人当たりの経済活動をどう上げていくのか

というのも大きな問題かなというふうに考えて

いたところでございます。今、新しい人口推計

が出ておりますので、今年度取り組んでおりま
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す総合計画におきまして、新しい人口推計のも

とでいかに本県の活力を維持できるのか検討し

てまいりたいと思っております。

以上でございます。

○外山委員 今言われた新しい人口動態の推計

は、いつ出るんですか。近々に出されるの。

○井手総合政策課長 総合計画を見直しますの

で、新しい推計をやっていこうと思っておりま

して、それは今年度中には新しい推計を出して

いきたいと思っております。

○外山委員 わかりました。それを見て、また

議論しましょう。

○井本委員 人口減少がもうともかくだめだと

いう考えが基本にあるような気がするんだよね。

だけど、どうなんでしょうか、人口減少を、こ

れを是とする考えっていうのは全然ないわけで

すか。

○井手総合政策課長 人口減少そのものはいい

ところも悪いところもあると思っております。

大都市圏での話が実は多うございますけども、

今非常に過密になっているところがある程度

ゆったりしてくると。人口密度が減っていけば

住みやすくもなるというような説もありますし、

ゆったりした中で生活ができる豊かさみたいな

ものもあるというそういう説もございます。

ただ、本県の場合、もとより人口規模がそん

なに大きくない県でございますし、密度もそん

なに高くない県であります。我々とすれば、や

はりマイナスのところに対していかに対策を

打っていくのかというふうに考えておりまして、

きょうの整理はそういう課題のほうに着目した

整理をさせていただいたところであります。

○井本委員 そもそも人口が、江戸時代は、ほ

とんど3,000万ぐらいでずっと推移しながらきて

るわけ、200年から300年ぐらい。急に、明治維

新の開国と同時にうなぎ上りに大きくなって１

億2,000万まで行ってしもうたんです。

じゃあ、その間、明治維新以降、日本人が本

当に幸せだったのかと。江戸時代の明治維新の

ときに来た外国人なんかは、日本人は本当に幸

せそうに暮らしてるとみんな言っております。

その後、日本人は、ともかく西洋文明に押しま

くられて、目がギラギラ、何か、眉間にしわ寄

せて、本当にイライラしながら生きてきて、そ

れでやっとこさここまで来て、人口が減り始め

たら、もう一回ふやせという。

ほかの先進国なんかは、どこも、人口はやっ

ぱりもう大体一定してとまってますよね。フラ

ンスとか、あれなんか6,000万ぐらいでしょう。

ドイツが8,000万ぐらいですかね。

私の外国へ行った経験からすると、特に、北

欧なんかは本当に人は少ないし、みんなゆった

り過ごしてるなっていう印象がありました。こ

れを、また人口をふやす、その人口をふやすふ

やし方も、今まで、結局、経済主導式みたいな

やり方で来たやつを踏襲したやり方でもう一回

人口をふやそうというわけでしょう。今までと

同じようなやり方をやっていて人口が減ってい

くのに、また同じようなやり方でふやしていこ

うというその発想では、私はふえないと思いま

すよ。廣井良典さんなんかは、本当、人口はあ

る程度一定したところで、本当の人間の豊かさ

というのを見つけるべきじゃないかという発想

でやってますよね。私は、その辺のほうが現実

的じゃないのかなという気がしているのですけ

ど。

○橋本総合政策部長 日本創生会議の増田先生

が出された戦略の中で言われてる中で大きく２

つあると思ってまして、一つは、そもそも、こ

のままの出生率であると安定しないという表現
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をされてます。出生率が2.1に回復しないと、そ

のまま人口が減り続けて最後はなくなってしま

う。それで、どこに安定させるかっていうとこ

ろの議論っていうのは、幾つかの選択肢を示し

てる中で、2035年とか40年に2.1になれば9,500

万人とか9,400万人で安定すると。いずれにして

も、そこまでは確実に減るというようなデータ

が出ております。

それがマクロの話ですけど、もう一つ、我々

がこの議論してる中で悩ましいのは、そのマク

ロのあるべき論という話と、あとは地域による

ばらつきが今あって、委員おっしゃるように、

日本の国内においても人口密度っていうのは相

当なばらつきがございますので、今我々が施策

をいろいろ取り組んでいる中山間地域というの

が、いわばそういう人口密度が少ない中でどう

いう暮らしをしてるのかというのが、見ように

よっては先進的な面もあるであろうし、ただ困っ

てる部分もあるであろうしということで、そこ

を分析する中で国民的な合意としてどういう方

向を目指すのかという議論がされていくのが必

要ではないかなというふうに考えております。

正解が、なかなかないところだとは思っており

ます。

○井本委員 国民的合意というけど、結局、皆

さんがリードしてるんでしょう。

ヨーロッパ諸国も、出生率がやっぱり一度大

きく下がったわけですよ。それが、今は2.0ぐら

い平均になってきてるでしょう。だから、この

前の外山先輩の説じゃないけど、やっぱり、私

は自然に戻るときが来るんじゃないのかなと。

人間の歴史でも人口が減ったことが、今まで過

去にも３度あるんです。だけど、やっぱり上が

るわけです。

だけど、いつまでも下がり続けるということ

は、ちょっとそれは考えられないと私は思うん

です。恐らく出生率2.0ぐらいのところに落ち着

くだろうという気がするんです。それがいつか

はわからないけど。

だから、本当、むしろそういう着地点を探し

て、そのために何をするかってやったほうが、

私はより現実的なような気もするのだけど。

○永山総合政策次長 人口をこれからふやすっ

ていうのは、本当に至難の業だと思ってます。

日本全体でも１億人の維持というのが目標とし

て掲げられてるところですから。

ただ、宮崎県の場合は、特に子供が減ってき

て、地域のエネルギーがなくなるという大きな

問題もありますから、宮崎においてもやっぱり

人口をどうつくっていくのかっていうのは真剣

に考えないといけないと思ってますが、それで

なかなかふえるわけではないというのが実態で

すので、きょう御説明した資料の６ページにあ

りますけれども、私たちは人口を維持する、あ

るいはふやすための対策として（１）（２）をやっ

ていきますが、そういう中でも、ある程度日本

全体の傾向の中で人口減少というのはやむを得

ない側面がありますから、地域の活力を維持す

るためには何が必要だろうかという視点で、例

えば交流人口であったり、地域経済循環の取り

組みであったりということを考えていこうとし

てるところではございます。

○井本委員 もう一回、同じようなことだけど、

今までと同じような経済政策をやっていたら、

やっぱり人口は減りますよね。当然、その延長

線上でやっていたら。今までと違うことをやっ

ぱりやらないといけない。世界的には、日本は

やっぱり人口密度がこれはちょっと高過ぎるわ

けです。こんな狭い国土で、しかも山林が多い

ところで、平野は少ないところにいるわけです
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から。

だから、本当は、私は人口はもうちょっと少

なくてもいいんじゃないかな、本当、四、五千

万人ぐらいでいいんじゃないかなと。5,000万人

じゃ少ないかもしれないけど。ほかの国、ドイ

ツなんかが、日本と同じぐらいでも8,000万人ぐ

らいだからそのぐらいでもいいのかなと。ただ、

ドイツなんかは行くと広いです。日本なんかに

比べると、はるかに、平野も広いし。平野の狭

い日本でひしめき合って、みんな、眉間にしわ

を寄せて生きてるよりも、もっと広々としたよ

うな生き方はできないのかなと私は思うんだけ

ど。

○永山総合政策次長 日本が狭苦しいなとは私

も思いますけれども、ほんとに狭苦しいのはやっ

ぱり東京なんです。子供を産まないような、首

都圏に多くの人が、若者が集まっているという

現実が大きな課題であって、この宮崎というゆっ

たりした地域でもっとたくさん人が住んで活力

を生むというのが宮崎県レベルでいえば政策に

なるだろうと。国全体で、どのような密度で人

が育って生きていくのかっていうことについて

は、やっぱり国家レベルでしっかり考えるべき

ことだろうというふうには思います。

○重松委員長 いいですか。

○二見委員 現状と課題といろいろお話伺って

思うんですけれども、やっぱり県として、先ほ

どもあったように、宮崎県内で例えば人口をど

れくらいを維持していきたいのかとか、あと労

働人口をどれぐらい維持しないといけないのか

という話もあるでしょうし、各地域、中山間地

域とかの場合はまた別個の問題になるんだと思

うんですけれども。

だから、順番として、まず県として人口はど

れくらいで維持していくように努力するのか、

労働人口をどれくらいで維持していかなければ

ならないのか、そういった目標というか、維持

する数字っていうものはないんですか。

○井手総合政策課長 目標値という形では今の

ところ定めていないところです。

先ほども申しましたように、99万6,000人とか

いう推計、幾つかの条件を、この条件をクリア

したらこの数字になるという推計値という形で

しかお示しをしてない。そこを目指してると言

えば目指してるので、それを目標値と置きかえ

られるかどうかというのは、言っていないだけ

というふうに見れるとも言えるかもしれません。

ただ、今回、国も１億人という目標を出した

ところでありますし、単純に産み育てていくと

いう、いわゆる出産を奨励するような形になる

といかがなものかというところもあろうかと思

いますので、国のほうも今までそういう言い方

をしてなかったのかもしれません。

ただ、今回、今検討してる総合長計の中でこ

れを目標という形で打ち出せるかどうかってい

うのは、検討してまいりたいと思います。

○坂口委員 この前もらった資料では、昭和22

年に宮崎県は初めて100万超して102万5,000に

なったと。現在の人口が112万人と、ピークは平

成８年の117万7,000人、平成52年には90万1,000

人になるでしょうと。これは、確定数字につい

ては国勢調査、その後は国の人口問題研究所の

推測ということで、ここは推測です。これは、

もう公的な数字がここで示されたんです。だか

ら、今の99万というのは、あくまでも目標値で

す。推計の数字じゃないです。それでないと、

この前の説明は何もならないじゃないですか。

そこは、しっかり、今、再度正しい発言をされ

て、それを答弁してもらわないと、僕らは頭が

こんがらがる。持ってきてないけど、この前は
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そんな資料までいただいたんですよ。

○井手総合政策課長 失礼いたしました。

あくまで長計のほうの数字は目標値というこ

とで捉えます。

○二見委員 全体の目標に向かって、例えば高

齢者の年配女性の労働人口をどういうふうにふ

やしていくかとかの対策をされますけれども、

例えば、都市部ではどれくらい確保するとか、

中山間地域の過疎地域のほうではどういうふう

に、どれくらい確保するとか、もうちょっと具

体的に細かく、全体で取り組む施策だけじゃな

くて、ほんと、その地域地域によって取り組む

べき手法っていうのは違うんだと思うんです。

だけど、今おっしゃられたように全体の目標は

あるわけなんで、例えば子供が減るにしても、

宮崎とか都城みたいに年間何千人も生まれると

ころが100人減るのと、年間二、三百人しか生ま

れないところが100人減るのって、やっぱり地域

の課題というか現状は違うわけですよね。そこ

のところを、まず全体を見渡した形というか、

計画の中で、それをどうこの地域の中に落とし

込んでいってその目標を達成するかっていうと

ころをある程度見通しをつけるべきではないか

と思うんですけれども、いかがでしょうか。

○井手総合政策課長 委員おっしゃるとおり、

郡部と中山間地域での人口対策というのは相当

違うものがあろうかと思っています。今回お示

ししてる６ページのほうにおいても、人口減少

の中で地域の活力を維持する施策、この辺も地

域地域によってそれぞれの取り組みが違ってく

ることになるというふうに認識しております。

したがいまして、総合計画のほうは県全体の

計画でございますが、これにおきましても、東

諸県、北諸県、西諸県という地域ごとにその人

口推計を別に立てておりますし、具体策につき

ましては中山間の政策等でそれぞれの地域に応

じた施策を展開していくべきだというふうに考

えております。

○二見委員 いろんな施策をやってることはわ

かるんですけれども、それによってどれだけの

効果を出したとか、そこ辺がこの中には出てき

ていないんだと思うんです。そこ辺を、今後の

課題といいますか、どの程度の目標をそれぞれ

つくっていくのか、市町村ともいろいろと協議

しないといけないでしょうけれども、そこのと

ころの取り組みをしていただきたいと思ってお

ります。

以上です。

○鳥飼委員 人口減少社会が是か非かという議

論もございましたけれども、これはいろいろと

意見の分かれるところかもしれませんけれども、

私は、人口減少が非ということではない。ただ、

ここに出されてる課題とか今後の施策というの

が６ページにも出されておりますけど、こうい

うことが起きてくるから問題であって、こうい

うものが起きないような形でソフトランディン

グをするという、例えば9,000万人とか5,000万

人とかいう意見も出ましたけれども、そういう

形に持っていければそれはそれで是とするべき

ではないかなというのがあるんです。

そこで、ちょっとお尋ねをしたいのは、奥野

課長のほうから御説明がありましたけれど、こ

の１ページの就業者総数というところが54万人

ぐらいなんでしょうかね。ということで、あと

は産業別の内訳が書いてあります。

それで、この常用、非常用、正規、非正規、

こういうところの数字は、準備をしていなけれ

ばそれはそれでいいんですけれど、国全体とし

ては39％とか40％とか言われていますよね。賃

金も100万円未満がふえてきたとか、200万円未
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満が2,000万人になるとか、そんな感じの議論が

ありますので、そこをやはりしっかり分析をす

る、現状がどうなってるのかっていうのは大事

じゃないかなと思うんですけど、今数字は持っ

ておられないですか。

○奥野統計調査課長 申しわけございません。

今、ちょっと手元には資料は持っておりません。

申しわけありません。

○鳥飼委員 おおむね全国平均と同じような形

で39％もしくは40％ぐらいになってきていると

いうのが、いろんな統計で、私も一般質問する

ときに資料を調べたりしておりますので、大体

それぐらいかなとは思うんですが、そこで、こ

の人口減少の要因ってなってるところに、就学

とか就業時に多くの若者が県外に流出すると。

じゃあ、なぜ流出するのかというと、やはり県

内にいたら、仕事はそれなりの収入のある仕事

がないからだというようなことになってくるの

かなと思います。そこをどう捉えていくのかと

いうところがあると思うんですけども、これは

商工観光労働部にもかかわってきますけど、そ

れは総合的には総合政策部で全体的にやっぱり

やっていかないといけないことではないかなと

思ってるんです。その辺の問題といいますか、

労働の現状をどう分析をしているのか。

それと、今、有効求人倍率が発表になって、

二十何年ぶりに0.9何ぼ、１に近くなってきてい

るという数字が発表されていますよね。しかし、

その中身は、この人たちは正規で募集があって

るんだろうかと、非正規であってるんだろうか

と。そうすると、宮日さんの連載にもきょうも

載ってましたけども、非正規でやってて、結婚

して子供を産んで育てていけるのかどうか、そ

んな分析もしていかなくてはならないというふ

うに思ってるんですけれど、どんなふうに、総

合政策部として政策を引っ張っていくというこ

とが大事だと思ってるんですけれども、御意見

をお伺いしたいと思います。

○井手総合政策課長 おっしゃるとおり、本県

に残って仕事をしたいのにその仕事が見つから

ない、もしくは自分の思う条件のような仕事が

ないために県外に出ていくような若者の皆さん

方がいるだろうと思っています。そこは、やは

り県全体で県内にい続けたいと思う人がちゃん

といれるような就業環境をつくっていかなけれ

ばならないだろうと思っております。

そこについては、県全体としても成長産業と

いう言いぶりをしてますけれども、県内でしっ

かり雇用を生み出せる、維持できるような企業

を育てていかなければならないというふうに考

えておりまして、そこは全体の施策の調整をとっ

てまいりたいと思っております。

○鳥飼委員 黒木委員が「ＷＯＯＤ ＪＯＢ！」

の話を一般質問で言っておられましたけれども、

やはり既成観念というのが若者の中にも、僕ら

にもそうなんですけれど、マスコミを通じて出

されてくるというのが一つあって、やはりそう

いうような大きなところで働くのが人間らしい

当然のことなんだという。

しかし、映画では、私はまだ見てないんです

けれども、予告編とか説明を聞くと、そういう

人たちがやっぱり田舎に来て林業の仕事につい

て、生きること、働くこと、林業のすばらしさ

を感じたというようなことが描かれていると思

うんですけども、そういう価値観そのものをま

た変えていく、それをやっぱり県内の若者とか

教育の場面にもつながってくると思っているん

です。

ですから、例えば、福島原発の事故があって、

木材で発電をやっていこうとか、バイオマスと
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かいろいろ出てきてますけれども、そういう有

利な条件がある、そこをどうやって生かしていっ

てその地域に人が住めるようにするのか。例え

ば入郷地域だって、そういう政策はどれだけ打

たれているのかと。国の制度もあるけれども、

じゃあ、宮崎県はここにやっぱりちょっと金を

突っ込んでいこうというふうにして引っ張って

いくものがないと、それは変わっていかないと

思うんです。そういう中で、当然、人口という

ものが落ち着くとこに落ち着いていくんではな

いかと。そうだとするならば、人口減少があっ

たとしても、それはそれでみんなが満足をして

いくんじゃないかなというような感じがするん

です。

だから、そういうところにも総合政策部とし

ては目配りをしていただきたいというふうに

思ってます。

○井手総合政策課長 まず一点、先ほど非正規

のお話がございましたけど、これはこの後の商

工観光労働部の説明の中で、資料も用意されて

ると思いますので、説明させていただくことに

なろうと思います。そこは、また後ほどお伺い

していただきたいと思います。

県内の就業環境、それの価値観の問題でござ

いますが、これはおっしゃるとおり、県内にど

のような働き場があって、それがこれから将来

性が富むのかどうかというお話も含めて、きっ

ちり、しっかり紹介をしていかないといけない。

特に、若い子供たちに紹介をしていかないとい

けないというふうに考えております。

その辺につきましては、教育委員会とも連携

をしながら、県内の就職説明会でありますとか、

県内の子供たちが農業、林業も含めて県内の企

業にインターンシップをするというようなそう

いう制度もございますので、できるだけ地域の

企業、産業を紹介する機会をふやしていきたい

と思います。

あと、もう一点、地域経済循環というふうに、

先ほどの委員会資料６ページの下のほうに書い

ておりますけれども、この考え方は、井本委員

から本会議場でもありました里山資本主義的な

ところも含んでおりまして、本県の非常に大き

な資産であります木材、林業、この辺を、木質

バイオマスのお話も出ましたので、この辺をう

まく使いながら、新たな経済循環を生みながら、

人を引きつけるようなそういう産業づくりがで

きないものかということで、総合政策部を中心

に考えてまいりたいと思っております。

以上です。

○岩下委員 人口減少っていろんな課題があろ

うかと思うんですけれども、女性の社会進出、

男女共同参画社会、今、社会でそういった大き

な動きになってるんですけども、共働き世帯の

データっていうのは何か調査してあるんでしょ

うか。

○奥野統計調査課長 国勢調査等でいろいろ調

査しておりますので、少しお時間いただけます

でしょうか。また、資料をそろえます。

○岩下委員 子供の数が少なくなっている要因

の中には、共働きが随分ふえてきていることも

あるのではないかなと思います。女性の社会進

出は結構なんですけれども、家族構成とかそう

いった家族設計する場合に、どうしても奥様方

が働いていると、子供は１人だけにしとこうか

とか、２人でいっぱいだという、そういった現

象も必ず出てきてるんじゃないかなというふう

に思いますけれども、ですから人口減少と共働

きの関係っていうのも調べるべきじゃないかな

という気がいたします。社会現象の中で、それ

であれば、じゃあどうすればいいかっていうの
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が考えられると思うんですけれども。

○奥野統計調査課長 申しわけありません。先

ほど、坂口委員のほうから御質問もありました

件とあわせまして御回答したいと思うんですけ

れども、ことしの５月13日に、政府の諮問会議

「選択する未来」の中でいろいろデータが出さ

れておりまして、その中で以下のようなデータ

が示されております。

まず、子供を持つ夫婦に対するアンケートな

んですけれども、理想とする子供の数は2.42の

子供が欲しいと、今現在いる子供は1.71人であ

ると。今は1.71人ですけども、予定としては2.34

人欲しいと。ですから、理想とする2.42よりも

若干低い数字が現実的なところかなというふう

に理解がされているようでございます。

○岩下委員 そういったお話も、やっぱり経済

状況とかそういった時間的な問題で少子化って

いうのも大きな原因の一つじゃなかろうかなと

いうふうに考えるもんですから、お聞きしたと

ころでした。ありがとうございました。

○重松委員長 よろしいですか。

○奥野統計調査課長 鳥飼委員から先ほど御質

問いただきました件につきまして、御報告させ

ていただきたいと思っております。

平成22年の就業者数については約53万人いる

わけなんですけども、このうち雇用者数が約39

万人と、このうち臨時職員というか派遣、あと

パート、こちらが約13万人いるということで、

委員が先ほどおっしゃった全国ベースと同じく

らいの33.4％という数字になっております。

以上でございます。

○永山総合政策次長 先ほど御質問のあったデ

ータの一つですけれども、結婚している世帯に

おける子供の数ですけれども、国のほうのデー

タによりますと２人いるというのが45.6％、３

人が15.7％、１人が22.3％、ゼロ人が13.6％と

いうことのデータになってます。４人が1.7％、

５人以上が0.3％というふうなデータでございま

す。

○中野委員 市町村が消滅するという衝撃的な

のがこの前出ました。その云々ということはも

う言いませんが、ここの最後の（３）で人口減

少の中にあっても地域の活力を維持していくた

め、いわゆる減少でもあっても地域が活力を維

持できるということでこの①、②、③がありま

すが、私はこれでは人口減少に歯どめができな

いと思うんです。今まで繰り返し言われたこと

ですから。もっと、皆さん方は総合政策部です

から、ほかの部にも指示して、もっと具体的に

迫力のある政策をとらないことには、私は、こ

の人口減少に歯どめはかからないし、いわゆる、

言われるとおり消滅の方向に行くと思うんです。

今まで人口が６分の１、７分の１に減少した市

町村もあるわけです。その辺を、本当に消滅し

ないように、しないという政策をぜひやってい

ただきたいと思うんです。そのあたりのことを

総合政策部として、強力な、迫力のある、具体

性のある政策をぜひやっていただきたいと、そ

のことをお願いしておきます。

○緒嶋委員 この検討して実施している主な対

策というのがあるけれど、やはり田舎のほうは

社会資本の整備がおくれているところが過疎に

拍車をかけているわけです。そういう政策は一

つもこの中から見えないが、そこはもう必要が

ないと考えているのか。

○井手総合政策課長 済いません、そこは基本

にあるということで、今回はどちらかというと

対応策のみを書いております。もちろん、そこ

はあるというふうに考えております。

○緒嶋委員 県として実施している主な対策と
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いうからには、ベースは対策にはなっていない

といけない。

○井手総合政策課長 済いません、記載に漏れ

ておりましたということで御理解いただきたい

と思います。

○緒嶋委員 当然ですよ。九州でも、西のほう

はもう新幹線まで来てるわけです。高速道も。

そういうとこと、まだ社会資本の整備がおくれ

ているとこの人口減少の姿というか実態もわか

ると、いかに宮崎県がそういう基盤整備がおく

れているがゆえに人口減少が明確であるという

ものが、私は特に出てくると思うんです。

そういう中で対策も考えていかなければなら

ないし、交流人口とか言われるけど、やっぱり

田舎では、利便性が悪いから交流人口も来ない

わけです。

だから、いろいろな対策の中で、働く場所が

あって、所得を得られれば、田舎に、生まれた

ところにみんな住みたいと。ところが働く場所

もない、所得も得られないとなれば、親も、嫌

々ながら、後継者と言われる人を、皆、都会に

涙ながらに出していくと、そういう姿で今地域

はどんどん消滅して、もう過疎地で残ったのは

高齢者のひとり暮らし。もう１割以上ひとり暮

らしになっている。これは、もう10年もすれば、

そういうとこは、消滅したらいかんということ

は、もう私もそのとおりだと思うけど、現実は

もう消滅に近づきつつあるわけです。そういう

ところはどう対策を立てるかということで、消

滅をいかに防ぐかというものが出てこないこと

には、もう消滅せざるを得んのじゃないかとい

うことがあるわけです。

だから、対策というのは、何をもって対策と

するのかというものがなければ、こういう羅列

されたことが皆できれば、もうそれは対策とし

ては百点満点になるのかもしれないけれど、で

は、この中で何に主力を置いて対策を立ててお

られるのですかというと、網羅はされているけ

れど何が主力ですかということになると、これ

は何か言えますか。何を主力に対策を立ててお

られるかと。網羅することは楽だけど、その中

で何を中心にやるのかと、やっぱりそういうも

のが出てこないと対策にならないのじゃないか

と。

○永山総合政策次長 網羅的に書かせていただ

いております。その中で、どれが効果を上げて

いるのか、あるいは力点がどうあるのかという

御質問でございますけれども、効果については

なかなか上がってないっていうのが実態だとは

思ってます。これからしっかり考えていかなけ

ればならないと思いますが、例えていうと、合

計特殊出生率を上げるため、子育てしやすい環

境づくり等についてかなり力を入れております。

それから、雇用の場づくりという意味では、新

産業の育成ということでフードであったりメ

ディカルであったりというところに、この一、

二年は相当程度力を入れてやってるということ

で、まだまだ成果には至っておりませんけれど

も、そこはしっかり取り組んでいきたいと思っ

てます。

そして、今後については、特に若い世代、あ

るいはさまざまな消費を行う高齢世代も含めて

ですけれども、どうやって移住をしていただく

かということについてもしっかり組み立ててい

かなければならないのではないかなというふう

に思っております。

○緒嶋委員 やはり、里山資本主義というよう

な考えで、宮崎県にあるものをいかに使うか、

地産地消的な意味も含めて、その地域でいかに

生きられるかという政策を、やっぱり、藻谷さ
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んじゃないけれどそれを追及していかなければ、

企業誘致なんていっても、グローバルな時代で

はなかなか宮崎に来てメリットがあるかという

ことになると容易ではないので、宮崎にある資

源でいかにそれを活力のある地域にするかと。

だから、もう少子化の中で、そりゃもう少子

化を防ぐことはできないけど、緩やかに少子化

に向かうようなものをいかに模索していくかと

いうのが、やはりもう宮崎県らしい生き方じゃ

ないかと思うんですよね。大きな自動車産業を

ここに呼ぶっていっても、とてもじゃないがそ

りゃあり得ないこと。だから、やはりそういう

地産地消、フードビジネスも私は言うけど、食

べ物じゃなく、木も風土ですよ、フードビジネ

スは「風に土」でいいんです。片仮名になるか

らおかしくなるの。

だから、やっぱりそういうものを含めて地域

を考えて、宮崎県の風土に合った政策を、観光

も宮崎の風土に合った観光でやる。そういうも

のでないと、片仮名の、食べ物のフードだけで

は、私は宮崎の振興にはならないと思う。もう

ちょっと大きな意味での風土ビジネスをやっぱ

り進めるべきだというふうに思います。

○重松委員長 よろしいですか。時間が来てお

りますので、簡潔にお願いします。

○髙橋委員 いわゆる宮崎県が目指すものなん

ですよね、人口流出歯どめっていいますか、緩

やかにするために、結局、均衡ある発展は無理

だよという人がいるんです。だから、そのため

には30万人とか20万人とかのコンパクトシティ

ーをつくっていく。

宮崎県は合併して26市町村じゃないですか。

おおむねこれで私は行くと思うんです。26市町

村をベースに、さっきから出てますけど、ちゃ

んと対策をとるのか。とるのであれば、私は、

それにかかるコストを確保していらっしゃるか

どうかだと思うんです。

例えば、里山資本主義については、考え方は、

私は、それはもう賛成なんですけれど、里山資

本主義のあの考え方だけでは無理なところがあ

る。例えば子育て世帯、乳児医療費２分の１を

県が負担していますけど、市町村によって上乗

せ負担でばらつきがあるでしょう。そういった

ところをどうするのかというのもあるし、例え

ば、私の地域はコミュニティーバスが日に３台

ですよ。高校生はコミュニティーバスでは行け

ませんよ。そこにやっぱりスクールバスを手だ

てするのか、親が送り迎えをできるとことでき

ないとこがあるでしょう。そういったところの

対策をどうするか。これは、コストを確保した

上でこの人口減少対策をやっぱりしっかりお持

ちかどうかを。26市町村をベースに宮崎県は人

口対策をするんだよということが１点でしょう。

それにかかるコストをしっかりと確保してるん

だというところを、考え方を教えていただくと

いいですが。

○橋本総合政策部長 大変重い課題でございま

す。やはり、いろいろな政策をやるに当たって

は、当然、前提として予算なり組織体制なりっ

ていうのが政策手段になってくるわけですけれ

ども、そういう意味でいいますと、宮崎県単独

だけでできる部分、国全体でやる部分があると

思います。

その観点でいいますと、社会保障と税の一体

改革で、従来、福祉といえば高齢者向けがメー

ンであったものが、少子化対策がこの対象に入っ

てきてるっていうのは一つ大きな変革点だと思

いますし、また、まさにこういう形で人口減が

問題だと、それに対策をどう考えるんだという

のが議論されること自体が、この合意形成に基
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づいてそれに必要な費用をみんなで分かち合お

うという意味では出発点になる大きな転換点、

まさにこの議会でもこの委員会をつくっていた

だいて議論していただくっていうのが出発点に

なってると思いますので、やはりこの分野に投

資しないと社会が成り立たないんだという発信

はしっかりしていく必要があると思ってます。

その上で御負担をお願いするということに、予

算には必ず御負担をお願いしなきゃいけない部

分がありますので、そのバランスをとっていく

必要があるというふうに考えております。

○髙橋委員 覚悟があるということで。わかり

ました。

○重松委員長 よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりたいと思います。

執行部の皆さん、お疲れさまでございました。

執行部入れかえのため、暫時休憩いたします。

午前11時11分休憩

午前11時13分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

商工観光労働部においでいただきました。商

工観光部の皆さんには、本日初めてでございま

すので、一言御挨拶を申し上げます。

私は、特別委員会の委員長に選任されました

宮崎市選出の重松幸次郎です。どうぞよろしく

お願いいたします。

私ども17名が、さきの県議会で委員として選

任され、今後１年間、活動調査を実施していく

ことになりました。

当委員会の担う課題を解決するために努力し

てまいりたいと思いますので、御協力をよろし

くお願いいたします。

また、委員及び執行部の皆様の紹介につきま

しては、お手元に配付の出席者配席表にかえさ

せていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。

それでは、概要説明をお願いいたします。

○茂商工観光労働部長 おはようございます。

商工観光労働部でございます。

本日は、お配りしております特別委員会資料

の目次にありますとおり、「本県の雇用の現状と

課題について」など、４項目につきまして説明

させていただきます。

内容につきましては、担当課長・室長から説

明いたしますので、よろしくお願いいたします。

○福嶋地域雇用対策室長 それでは、説明させ

ていただきます。

本県の雇用の現状と課題について御説明いた

します。

委員会資料の１ページをお開きください。

まず、「就業者数の変化」についてであります。

（１）の「就業者等の推移」ですが、グラフ

の一番上のラインは、本県の15歳以上の人口で、

平成17年の98万3,000人余をピークに減少に転じ

ており、平成22年までの５年間で約１万1,000人

が減少しております。

その下、真ん中のラインは、15歳から64歳ま

での主に働く世代、生産年齢人口と呼ばれるも

ので、昭和60年の76万4,000人余をピークに減少

の一途をたどっております。この一番上のライ

ンと真ん中のラインの差は、65歳以上の人口で

あり、その広がりは、高齢化の進行を示してお

ります。それと同時に、生産年齢人口の減少は、

少子化が進んでいることを示しております。

一番下のライン、就業者数は、平成７年をピ

ークに減少に転じましたが、真ん中のライン、

生産年齢人口に比べて減少のカーブがやや緩や
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かなのは、後ほど説明いたしますが、高齢者や

女性の就業が伸びて産業を支えているためと考

えられます。

次に、（２）の「産業ごとの就業者割合の変化」

ですが、上が平成17年、下が平成22年で比較を

しております。本県の就業者全体を100としたと

きの就業者割合ですが、一番左の農業林業

は、11.9から10.7へ、1.2ポイントの減、その隣

の建設業は、10.3から8.6へ、1.7ポイントの減

となっております。

一方で、右から４つ目の医療・福祉は、11.1

から13.3へ、2.2ポイントの増となっており、全

体としては、１次から３次産業へ、とりわけ高

齢化に伴い、医療・福祉分野が急速に伸びるな

ど、産業構造の変化が見てとれます。

２ページをお開きください。先ほどの産業ご

との変化を就業者数の多い９市で見てみました。

（１）のグラフでは、雇用の中心となっている

産業を就業者割合で示しております。右の産業

別のインデックスとあわせて、一番左の宮崎市

を見ていただきたいのですが、下から農林漁業、

卸・小売業、製造業となり、下から２番目の卸

・小売業従事者の割合が、他の産業に比べて多

いのがわかります。

一方、右から、えびの市、西都市、串間市な

どでは、一番下の農林漁業従事者の割合が多く

なっているのがわかります。

次に、３ページの（２）のグラフは、規模感

をお伝えするため、９市ごとの就業者数を割合

ではなく実数でお示ししております。就業者の

多くは宮崎市に集中しており、２番目に多い都

城市の約2.3倍、最も少ない串間市の約22倍と、

大きな開きがあるのがわかります。

４ページをお開きください。本県の主な産業

について、男女別、年齢別の就業構成をあらわ

したものであります。

一番上の農業・林業は、高年齢層が厚く、若

年層が極端に少ないのがわかります。

次に、建設業は、団塊の世代が突出するなど、

年齢構成がいびつで、かつ女性の就業者が極端

に少ないのが特徴的です。

一番下の製造業は、女性の若年層が少ないも

のの、男性はバランスのよい年齢構成となって

おります。

５ページをごらんください。上の卸売・小売

業は、女性の中高年齢層が多くなっており、後

ほど触れますが、非正規雇用が多数含まれると

考えられます。

次に、宿泊・飲食サービス業は、規模感こそ

小さいですが、やはり女性の多い職場であり、

卸小売業と同じような傾向が見られます。

次に、医療・福祉は、圧倒的に女性が多いの

が特徴的で、全ての年齢層で働く女性の受け皿

となっているのがわかります。

６ページを開きください。男女の就業状況を

別の観点から見てみます。このグラフは、縦軸

が有業率、横軸が年齢になります。上の男性の

グラフは、生産年齢人口に応じて、きれいな台

形を示すのに対して、下の女性のグラフは、Ｍ

字カーブを描きます。これは、女性が結婚や出

産を機に一時的に職を離れるために見られる現

象ですが、四角を結んだ黒い実線、平成24年と、

丸を結んだ灰色の実線、平成14年を比べていた

だくと、この10年でかなり台形に近くなってき

ているのがわかります。

点線は、全国で、やはりＭ字カーブのへこみ

が上がってきておりますが、全体として本県の

有業率を大きく下回っております。

また、男性の有業率は、ほぼ90％を超える高

い水準で推移するのに対して、女性は高いとこ
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ろでも80％をようやく超えているという状況で

あります。

（２）は、育児中の女性の有業率を都道府県

別に比較したグラフになりますが、全国平均

の52.4％に対し、本県は66.9％で、全国８位と

なっております。

７ページをごらんください。（１）は、産業別

に正規・非正規雇用の割合を見たものでありま

す。点線の部分は、事業主等なので除いて、雇

用者を黒塗りとし、そのうち、正規雇用を枠で

囲って、非正規と分けております。

雇用者数が多い産業で比較しますと、正規雇

用の割合が比較的高いと言えるのは、左から３

番目、製造業の70.3％、右から３番目、医療・

福祉の69.8％といったところであり、逆に正規

雇用の割合が低いのは、中ほどの卸売・小売業

の52.9％や、その右、宿泊・飲食サービス業

の32.9％となります。

次に、（２）は、男女別に、平成14年から24年

の非正規雇用の推移をあらわしております。平

成24年、男性も女性も右側の棒グラフになりま

すが、これらを比べますと、男性の４万9,600人

に対して、女性は12万2,300人と、約2.5倍となっ

ております。

推移を見ますと、ここ10年で大きくふえてい

るのは、男女とも上から２つ目までのブロッ

ク、55歳以上の年齢層であることがわかります。

８ページをお開きください。雇用のバランス

シートです。有効求人倍率では、はかれない求

人・求職の質的なバランス、つまり雇用のミス

マッチを見るためのものであります。過去３年

の動きを実数で見るために、季節変動の比較的

小さい６月を定点として３年分を掲載しており

ます。

ここでは、他の職業は省略しておりますが、

全ての職業の中で最も求職者が多いのは、一番

上の濃い実線、事務的職業であります。それに

対する求人は、一番下の濃い点線となり、極端

なミスマッチが生じているのがわかります。

一方、全職業の中で求人が最も多いのは、上

から２番目の薄い点線、サービスの職業ですが、

それに対する求職者は、その下の薄い実線とな

り、人手不足であるのがわかります。ちなみに、

サービスの職業の求人の３割以上は、介護サー

ビスであります。

次に、７の高校・大学新規学卒者の卒業後３

年以内の離職率であります。本県は、全国と比

べて、高卒離職率が5.3ポイント、大卒離職率

が10.4ポイントも高くなっております。

離職の主な理由ですが、高卒、大卒とも、実

際に働いてみると仕事が自分に合わなかったと

いうものが最も多く、そのほか、人間関係や労

働条件の不一致などが上がっております。

９ページをごらんください。「常住地における

転出入の状況」について御説明いたします。

このグラフの見方ですが、平成17年と22年を

比べて、転出超過であればマイナス、つまりゼ

ロを基点に下のほうに、転入超過であれば上の

ほうに棒グラフが伸びます。

一番左、15～24歳の欄を見ていただくと、主

に進学・就職で、市外・県外へ出ていくため、

全ての市で転出超過となり、特に串間市、えび

の市、小林市の転出割合が突出しております。

さらに、その右、25～34歳の欄では、就職等

によるＵＩターンの影響で、おおむね転入超過

となるものの、その率は、軒並み低くなってお

ります。

10ページをお開きください。高校卒業時にお

ける転出入の状況ですが、まずは大学進学の状

況について見ていきます。
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（１）の表、宮崎県内の高校生の進学先をエ

リア別に示しております。左下の欄、平成25年

の進学者総数4,368名のうち、宮崎県内の大学へ

進学したのは1,129名で、４分の１に当たります。

進学者総数が減少する中で、宮崎県内への進学

者数は増加の傾向にあります。

次に、（２）の転入・転出比較では、０を基点

に上が転入、下が転出数をあらわします。一番

左の計の欄を見ていただきますと、1,306名が県

外から県内の大学に進学してくる一方で、3,239

名が県外の大学に進学したため、転出超過となっ

ております。

11ページをごらんください。次に高校生の就

職先をエリア別に見てみます。（３）の表、左下

の欄、平成25年の就職者総数3,356名のうち、宮

崎県内に就職したのは、2,005名で、約６割に当

たります。

就職者総数の減少に伴い、宮崎県内への就職

者数も減少しており、県内就職率は、ほぼ横ば

いとなっております。

（４）の転入・転出比較では、一番左の計の

欄を見ていただきますと、114名が県外から県内

に就職してくる一方で、1,351名が県外に就職し

たため、転出超過となっております。

次に、12ページをお開きください。このよう

な雇用の現状から導き出される課題について、

人口減少対策という観点から整理をしておりま

す。

まず１の就業者数の減少については、現在、

高齢就業者によって支えられている農林業や建

設業の担い手の問題があり、２の雇用のミスマッ

チについては、特にこれからの成長産業である

医療・福祉の分野における慢性的な人手不足問

題があり、対策が急がれます。

３の非正規雇用については、特に若年者の場

合、結婚の妨げとなるなど、少子化を加速する

要因ともなることから、正規雇用へのキャリア

アップを図る必要があります。

また、４の若者の離職については、本県が非

常に厳しい状況にあり、非正規雇用を生む原因

ともなることから、定着支援を行っていく必要

があります。

５の女性についても同様で、一度離職すると、

正規での再雇用は困難となることから、子育て

をしながら継続して働ける環境の整備が求めら

れます。

最後に、６ですが、従来から進学や就職で多

くの若者が県外に流出しているため、雇用の場

の確保が求められるとともに、優秀な新卒者や

即戦力を求める企業が、県内に多く存在するこ

とから、ＵＩターンにも力を入れていく必要が

あります。

雇用の現状と課題については、以上でありま

す。

次に、ＵＩターンの取り組みについて、御説

明をいたします。

13ページをごらんください。

「事業の目的」は、県外から優秀な人材を採

用したいという企業と、県外から宮崎へのＵ・

Ｉターンを希望する方に対し、雇用情報やマッ

チングの場の提供を行うことで人材を確保し、

県内産業の活性化につなげようとするものであ

ります。

「事業の内容」ですが、（１）のふるさと就職

説明会は、本県出身者の多い東京、大阪、福岡

において、毎年開催しているものです。過去10

年分の実績を掲載しておりますが、一番右の欄、

平成25年度について申し上げますと、参加者

数288名、うち学生は166名と、約６割を占めて

おります。
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参加企業数は、87社で、就職決定者数12名と

なっております。

次に、（２）のふるさと宮崎人材バンクですが、

これは、人材を求める企業と宮崎で就職を希望

する県外の方にそれぞれネット上で登録してい

ただき、マッチングを図るものであります。こ

れも過去10年分の実績を掲載しております。

14ページをお開きください。

（３）は、昨年度から始めた事業で、本県出

身者が多数進学している大学を訪問し、雇用情

報の提供や就職担当者との情報交換などを行っ

ております。

（４）の移住相談会は、中山間・地域政策課

が実施するセミナーに、就職相談ブースを設置

し、移住希望者に対する雇用情報の提供を行う

ものであります。

最後に、（５）は、本県企業の魅力を伝えるた

め、採用予定のある約200社の情報を掲載した冊

子、お手元に参考までにお配りしているもので

すが、これを5,000部作成し、全国の大学や県内

の高校に配布をしております。

ＵＩターンの取り組みについては、以上であ

ります。

○久松労働政策課長 続きまして、商工観光労

働部における人材育成の主な取り組みについて、

御説明いたします。

特別委員会資料の15ページのほうをごらんく

ださい。

まず１の県立産業技術専門校でございます。

（１）の概要にありますように、この専門校

は、職業能力開発促進法に基づく公共職業能力

開発施設でありまして、技能者の養成を目的に、

平成15年度に開校しております。

西都市の本校では、高等学校卒業者以上の方

を対象に、中核的技能者を養成する実践的な訓

練を、高鍋校では、中学校卒業生以上の方を対

象に、基礎的な技能の訓練を行っております。

（２）の①の訓練生の推移でございますが、

西都本校では、訓練科として木造建築の技術等

を修得する木造建築科、ビルや橋梁などの金属

製品の設計や製作にかかわる技術を修得します

構造物鉄工科、住宅やビルなど電気設備や給排

水、空調等の建設設備にかかわる技術を修得す

る電気設備科、及び建築設備科の４科がござい

ます。定員はそれぞれ20名となっております。

入校者につきましては、表のとおり全体とし

て定員のおおむね９割、70名前後で推移してお

ります。

高鍋校のほうでございますが、建築や塗装の

基礎を修得する建築科、塗装科、及び知的障が

い者の方を対象としました販売実務科があり、

定員は50名でございます。入校者数については、

表のとおり少子化などにより減少傾向にござい

ます。

②の修了生の進路でございますが、西都市の

本校の就職率は、98％前後で推移しております。

一方、高鍋校では、低下の傾向となっておりま

すが、卒業後も継続して就職支援を行っており

まして、多くの方は、１年以内には就職をされ

ております。

続いて、２の委託訓練であります。

これは、離職者等の再就職の促進を図るため、

民間の専修学校等の教育訓練機関等を活用して

行う職業訓練でありまして、①にありますよう

に、営業やＩＴなど、就職に必要な知識・技能

を習得する訓練、その下の介護福祉士等の資格

取得を目指す訓練、母子家庭の母等を対象とし

た訓練、あるいは座学と企業実習を組み合わせ

た訓練等を実施しております。

訓練期間は、通常３カ月から６カ月程度となっ
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ております。

定員や修了者の推移、就職率については、ご

らんの表のとおりとなっております。

ページをめくっていただきまして、16ページ

の一番上、３の認定職業訓練であります。

これは、事業主とか、その団体等が従業員の

職業能力の向上を図るために実施いたします訓

練で、訓練の期間によりまして、普通課程と短

期課程に区分されておりまして、平成25年度は、

県内で14施設で木造建築とか左官、パソコンな

ど多様な訓練が実施されております。

訓練生の推移については、表のとおりとなっ

ております。

次に、４の技能の振興の取り組みでございま

す。

まず、①の技能検定でありますが、労働者の

技能を修得段階ごとに適正に評価する制度であ

りまして、建設、金属機械加工などから食料品

など、128の職種で特級から３級までの５区分で

実施されておりまして、合格者には技能士の称

号が与えられ、本県におきましては、25年度ま

でに延べ３万7,568名の技能士が誕生しておりま

す。

②の技能振興につきましては、ものづくり分

野を初めとする技能の重要性について、県民の

理解を深め、若年者が進んで技能者を目指すよ

うな環境整備を図るため、小・中学生向けの技

能体験教室などの開催や、工業高校等での熟練

技能者による技術指導、あるいは技能五輪全国

大会への派遣等を行っております。

技能検定合格者の推移等につきましては、ご

らんの表のとおりでございます。

続きまして、平成26年度の新規重点事業の中

から、人財育成に関連する主な事業を御説明い

たします。

右の17ページの新規事業、「就活アシスト！わ

かもの人財育成事業」であります。

１の「事業の目的・背景」でありますが、厳

しい雇用環境にあります若年者等に対して、就

職支援を強化し、人財育成やマッチングにつな

げることにより、県内の中小企業を支える人財

づくりを推進しようとするものであります。

２の「事業の概要」でありますが、まず（１）

の予算額につきましては、3,976万5,000円を計

上しております。

（３）の事業内容であります。

まず①の「ヤングＪＯＢサポートみやざき運

営強化事業」と、②の「施設管理事業」につき

ましては、就職に関する若年者からの相談やセ

ミナーを実施いたしますとともに、ハローワー

クと連携して、若年者の就職支援を実施するも

のであります。

③につきましては、26年度から新たに実施す

るものでございまして、求職者に対してキャリ

アアップ相談やマッチング支援を行うとともに、

企業に対し社員の離職防止の支援等を行うもの

であります。

④の「若年者自立支援推進事業」につきまし

ては、国が設置します地域若者サポートステー

ションにおいて、臨床心理士による心理カウン

セリング等を行うものであります。

ページをめくっていただきまして、18ページ

をごらんください。

新規事業の「地域人づくり事業」であります。

１の「事業の目的・背景」でありますが、こ

の事業は、地域の多様な人づくりを行うことに

よりまして、雇用の拡大を図りますとともに、

賃金の上昇等の処遇改善に向けた取り組みを推

進するものであります。

２の「事業の概要」でありますが、当初予算
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額は、県事業分として７億6,400万円を計上して

おります。この予算は、労働政策課で一括計上

しまして、事業を実施する町内の各課に配分し

て実施をしております。

（３）の事業内容でありますが、①にありま

すように、雇用拡大プロセスでは、未就職の卒

業者とか、女性の求職者等の失業者に対しまし

て、企業等で就業するための必要な教育訓練を

行いますとともに、マッチング支援を行うこと

で雇用の拡大に取り組むものでございます。

②の処遇改善プロセスにつきましては、販路

拡大等の取り組みを支援することによりまして、

賃金の引き上げ等の処遇改善を図るものであり

ます。

右の19ページに本年度実施しております地域

人づくり事業の一覧を掲載しております。各部

局でさまざまな事業に取り組むこととしており

ます。

説明は、以上であります。

○津曲企業立地課長 最後に企業立地課でござ

います。

委員会資料の20ページをごらんください。

企業立地、いわゆる企業誘致は、雇用の確保

と地域経済の振興という面から、非常に効果の

高い施策としまして全国の自治体が取り組んで

おります。その現状と課題を御説明をいたしま

す。

まず１つ目の課題が、企業の海外流出という

ことであります。

①のものづくり企業、いわゆる製造業でござ

いますが、より安い人件費を求めて海外に流出

する場合、例えば自動車会社の工場が海外に進

出をしますと、そこに部品を納入している企業

も一緒に海外に行ってしまうと、こういうこと

が続いております。

②の情報系企業でありますが、ソフトウエア

開発、コールセンターなど、多くの人材を必要

とする事業でございますので、本県も企業誘致

の大きな対象業種としております。この業界も

安い人件費を求めての進出が著しく、例えば日

本語で対応するコールセンター、これも中国の

大連、あるいは上海など、東南アジアにいろん

な拠点をつくっております。

その結果、２つ目の課題でございますが、数

少ない企業を全国の自治体が奪い合うという地

域間競争がますます激しくなっております。

３つ目の課題が、本県内での均衡ある企業立

地ということでございます。

右側の21ページに過去10年間の企業立地の状

況を、業種ごとあるいは市町村ごとに分類をし

た表を掲げております。

表の見方でございますが、上のほうに16年度

からの年度、最初の４段が業種別であります。

それから市町村ごとにつくりまして、下から２

段目が合計です。ですから16年度の合計が33件、

あるいは25年度の合計が31件という格好です。

一番下の行は、その年度に進出をした企業で、

現在閉鎖をしている企業であります。

数字が入っていない市町村があるということ

で、私ども本当、まことに申しわけなく思って

おります。

私ども企業立地課、全県下の市町村の担当職

員と一体となって、それぞれの地域の持つ特徴、

補助金やら税制優遇もございます。そんなメリッ

トに加えまして、豊かな農林水産資源、すぐれ

た人材など、さまざまな資料をあわせて、粘り

強く相手方に御説明しております。

例えば、工業団地のＰＲでは、すばらしい周

辺環境に加えまして、清らかな水資源、電力、

高速道路、港湾などのインフラの整備の状況、
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さらには空き工場、空き事務所があるところに

おきましては、その所有者も巻き込んで、低廉

な賃借料を提示するなど、地域の魅力を生かす

誘致活動をやっております。

ところが、私たちにとっては、本当にかけが

えのないすばらしい立地条件であるのですが、

進出を決められる企業さんにとりましては、全

国1,700ほどあります自治体の一つとしか見てい

ただけないと。なかなか私どもが思っておりま

すこの均衡ある立地が実現しておりません。

例えば、こんなこともあります。私たちは企

業さんに訪問するために、電話で訪問の約束を

お願いするわけなんですけれど、その企業さん

には、全国の自治体がかけておるわけですから、

電話で「もしもし、宮崎県の企業立地課でござ

いますが」と言った瞬間に、「ごめん、宮崎には

興味がない」、そうやって断られたり、あるいは

せっかく約束を取りつけてお伺いしても、「ごめ

ん、きょうは忙しい」と、本当担当も大変です。

20ページの中ほどをちょっとごらんいただき

ますと、実は、そんな中でも、去年は1,600余り

の企業さんに訪問することができました。よう

やく訪問ができて、いろいろ説明をして、まあ

相手方の本音といいますか、いろんなことをお

聞きしますと、企業が地方展開を決める大きな

ポイントというのは、補助金もあるんですけれ

ども、そこにございますその交通インフラ、特

に大都市圏からのそのインフラはどうなってい

るのかとか、あるいは本当に優秀な人材がとれ

るのかとか、このごろ悩んでいるのは、転勤を

させたい職員の家族といいますか、子供たちの

教育状況はどうなっているのかというのもござ

いまして、大変な競争になっています。

その結果が、右側のページの一覧表のわずか

１でございますけど、やっと取りつけた１とい

う状況でございます。

企業立地の今後の取り組みでありますけど、

とにかく頑張らなければいけないということで、

この①から④まで掲げた４つの分野を重点分野

と位置づけまして、積極的な取り組みを展開し

ています。

①がフードビジネス振興構想に関連する食品

関連産業、２番目が、先ほど申し上げましたが、

ソフトウエア、コールセンター等の情報サービ

ス産業です。３つ目が東九州メディカルバレー

とも関連をします医療機器の関連産業、４つ目

は、太陽電池、燃料電池など、いわゆる炭素を

出さない、二酸化炭素の排出を抑制する低炭素

関連ということで、この４つの分野に焦点を当

てますとともに、（２）にございますが、東九州

自動車道や九州中央自動車道の進捗に加え、細

島港・油津港の国際コンテナ港湾がございます。

これが充実をしてきましたよということに加え

て、県内各地のいろんな特性を十分にアピール

をしながら、１件でも多くの企業が、本当バラ

ンスある立地を目指す。それから県民の皆様一

人でも働く場所が確保できるように、取り組ん

でまいりたいと思っています。

以上でございます。

○重松委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら、御発言をお願

いいたします。

○井上委員 一つだけ、地域人づくり事業、こ

れをちょっと説明してもらいたいんですが、実

は、私は環境農林水産常任委員会に所属してい

るんだけれども、これを具体的に今回はまだ御

説明をいただいていないので、これは、この７

億6,400万円というのは、各部に少しずつ、今ま

であったような事業にお金をあげているという

だけのことですか。
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○福嶋地域雇用対策室長 この事業は、労働政

策のほうで予算については一括計上をさせてい

ただいておりまして、事業を構築したのは、各

部各課でございますので、当初から分任をして

各部各課で実施をしているというものでござい

ます。

○重松委員長 井上委員、よろしいですか。

○井上委員 はい。

○鳥飼委員 ちょっと関連。それぞれの各部各

課、分任した先で、常任委員会での説明がない

ような感じがするんですけれども、これ、もし

しておられればそれでいいんですけど。してお

られなければ、やはりするようにしていただか

ないと、商工だけでこういうのをやっています

ということで、執行部のほうはわかっているけ

ど、議員の方はわからないということになりま

すので、もしそうでないとするなら、そういう

要望だけをしておきたいと思いますが。

○福嶋地域雇用対策室長 本来であれば、やは

り各部各課で予算を計上して、御審議いただく

という手順を踏むのが本来であったと思うんで

すけれども、今回、非常に時間がタイトな中で

事業を構築をしなければいけなったことですと

か、この地域人づくり事業の新しいメニューが

入ってきている難しさというのもありまして、

こういう形になっております。

結論から申しますと、各部各課での説明は、

まだなされていないと思いますので、今の議員

の御要望については、持ち帰って、またお伝え

していきたいというふうに考えております。

○鳥飼委員 県が取り組む事業については、予

算化をする。予算化をすると、予算書に出てき

ますから、当然説明がある。しかし、例えば私

は厚生の委員会ですが、厚生の常任委員会所属

のところでは予算書に載っていない。載ってい

ないから説明がない。しかし事業はやられてい

る、ということでは、議会には全く説明がない

ということになっているわけですね。商工で説

明していますからいいですよと言われても、分

任先の各部を所管している委員会では説明がな

いわけですから、それでは、各議員がどういう

事業を県がやっているのかというのがわからな

いということになりますから、これはやっぱり

実施をする方向で検討をしていただきたい。

○福嶋地域雇用対策室長 今まで、商工建設常

任委員会において、地域人づくり事業という形

での御説明を申し上げてきたところですけれど

も、今そのような要望をいただきましたので、

財政当局とまた相談をしながら進めてまいりた

いと考えております。

○重松委員長 よろしいですね。

○鳥飼委員 はい。

○緒嶋委員 この企業立地ですけれども、西臼

杵なんかは、もうゼロに等しいんですが、中山

間地に企業を立地しない一番大きな原因は、何

ですか。

○津曲企業立地課長 私は、いっぱいいろんな

方をいろんなところに御案内をしております。

そこの中でよく言われるのが、その企業を開く

ときの一番最初のスタートの人数をすぐ集めら

れるだろうかという心配が一番あります。

ここに出てくれば、帰ってきますよという御

説明をするんですが─例えば高千穂町の話を

させてください。山を越えると熊本県がありま

す。大津というところにホンダがあって、あの

辺には人がおるみたいだということでふらふ

らっと行かれてしまう。

日之影町に、実は、宮崎部品という会社がご

ざいまして、矢崎という大会社の、子会社だっ

たんですけど、100人近くいらっしゃった会社が
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なくなってしまいました。そこにも御案内をす

るんですが、やはり前、撤退された理由は何だっ

たんだろうかって深堀りされて非常につらい目

に遭っています。

以上です。

○緒嶋委員 それだから、もう悪条件が悪条件

を呼んで企業が来ないということになるわけで

すよね。だから、こういうところにはもう決め

手として、企業を呼び込む決め手がないという

ことですね。

○津曲企業立地課長 いや、決め手はあるんで

す。ですから頑張ります。本当に悔しいです。

○緒嶋委員 じゃ、その決め手は何かね。

○津曲企業立地課長 こんな話をしていいかわ

からないのですが、やはり軽いもの、運送費が

かからないものということで、例えば平成16年

に五ヶ瀬町に２企業が立地しています。これは、

お水、あそこの祇園山から出てくる水の生産工

場と、もう一つは、化粧品をつくる研究所です。

こういう格好で本当もともとある地域資源を生

かせるもの、そしてあとは、できるだけそのや

る気がある人がかっちり集まれば、何とかなる

もの、というので、今一生懸命頑張っておりま

す。

以上です。

○緒嶋委員 いずれにしても、それは、中山間

地というのは、やっぱり企業が進出するには、

まあ、決め手はあると言われるけど、進出する

ほうからすれば決め手がないわけですよね。決

め手があるなら来るはずです。その企業の立場

で決め手がないの。あなたたちは決め手がある

といっても、相手にとって決め手にならなけれ

ば来ないわけですから、私は、それが一番のポ

イントじゃないかと思う。

○津曲企業立地課長 ありがとうございます。

○鳥飼委員 この15ページの県立産業技術専門

校の資料がずっと説明があっているんですけれ

ども、この科目で木造建築科、構造物鉄工科、

電気設備科、建築設備科ということで、これは、

当初スタートするときに業界の皆さん方といろ

いろ話し合いをして、これがいいだろうという

ことで設置したんですが、増減はあるんですけ

れども、建築設備科は前からいろいろあったん

ですが、ことしは14人。それから構造物鉄工科

は12人ということになってて、あんまり単科で

見るといけないというのももちろんあるんです

けれど、その科目について産業界から、こうい

うのが妥当なんだけどなというふうなことが意

見交換の場で出ていないのか。もう一つ科をふ

やしてほしいとか、例えばこの科のかわりにこ

れをしてほしいとか。その辺のことで聞いてお

られれば、ちょっと御報告をお願いします。

○田村県立産業技術専門校長 毎年度、この各

科の業界団体とは意見交換をしております。こ

の各４科につきましては、平成24年度に業界の

方の企業さんのアンケート調査等もいたしまし

て、訓練内容の見直しを行ったところです。

現在の訓練内容については、業界のほうから

もほぼこういった訓練でいいというお話を伺っ

ているところです。これ以外の業界につきまし

ては、ちょっと要望のほうは把握しておりませ

ん。

○鳥飼委員 わかりました。

あと、これは、要望ですけど、資料をつくっ

て修了生の進路とかその下にありますよね。本

校が就職率は100％というのがあるんですけれど

も、今議論になったのは、正規か非正規かとい

うのが議論がありまして、それで把握しておら

れれば、もうそれはそれでいいんですけれども、

それはそういう資料も一緒につけていただくと
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か、その下の委託訓練も、その次のページの認

定職業訓練も、やはり同じようにこの就職率と

か、これが正規なのか、非正規なのか、そこ辺

も目配りをしっかりしていただくことが大事

じゃないかなというふうに思いますので、これ

は、もうお答えは結構です。要望にしておきま

す。

○坂口委員 企業立地課長にお尋ねしますが、

先ほどの企業立地数ですよね。従業員数はどれ

ぐらいですか。例えば最後の年の31社では、ど

れぐらい雇用増でしたか。

○津曲企業立地課長 平成25年度の31社、今回

立地をいただきました。この方たちが、３年後

あるいは５年後にどのぐらいの規模になります

かということで、それぞれ事業計画をつくって

いただくんですが、1,598人になっております。

○坂口委員 相当な努力をされて、誘致されて、

それはそれで大変評価するんですけれど、その

ほかに、この前も一般質問で言いましたように、

企業数というのが１万2,700社あって、その中で

大企業と言われるのは115社ですね。（「そうで

すね」と呼ぶ者あり）１万2,585社が資本金１億

円以下の中小企業。そう簡単にいかないけど、

ここが10人ふやしても12万何千人ふえるんです

よね。

だから、まず今県内で頑張っていただいてい

る企業に、いかに従業員をふやしていただける

かということを、それは、倍率が１割にしても、

１万2,000人ふえていくわけですよね。まして取

り上げましたように、外形標準課税でしょう。

だから今、県税事務所は115社ぐらいから税を県

税事務所は徴収すればいいのに、１万2,000社あ

たりから税を徴収する。それをしなければ税の

不公平が出る。脱税とか、いろんな間違いの申

告とかですね。

だから今度は、県の職員は取り立てるために

は、ふやさざるを得ない。体制を強化すること

になると思うんですよ。その税を逃れさせると

いうんじゃないんです。今ある企業を育成する、

税が払えるようになるためのやっぱり対策を

やっていかないと、せっかく県内で頑張ってて、

この人たちは逃げ出そうにも逃げられないんで

すよね。来た人は悪くなれば逃げていける。

さっき言われたように、隣の町はまた受け皿

がいっぱいあるわとか、ちょっとその挨拶に出

向いて行けば、お茶菓子を構えて待っているわ

とかいうところ、それはそれで大切だけど、やっ

ぱり今ある企業をとにかく頑張らせようとして、

そこにあらゆる補佐をしていこうとか、それも

同時に進めて、もちろんやっておられるんだろ

う思うんですけれども、そこらにもうちょっと

重点的に取り組んでいただいたほうがいいので

はないかという気がするんですよね。

○津曲企業立地課長 ありがとうございます。

頑張ります。

○坂口委員 精神論はわかるんですよ。問題は、

具体的に、どういう手だてがやっていけるかと

いうことですね。

だから、例えば今度の課税、今度は赤字企業

でも、従業員数と資本金に応じて税がかかって

くるんですよ。そうなると資本金を減らそうと

する、減らすしかやっていけない。従業員の給

料を抑えて給与総額を抑えるしか納税できない。

税を納めなけりゃ大変なことですから、何より

も優先して捉えるわけですから、そうなったと

きに、じゃあ、今の雇用数と給与額を守らせて、

なおかつ資本金はしっかりそのままキープさせ

て金融機関からの信用を落とさない。そういっ

た努力が、精神論以外に具体的にも求められる

ものが目前に来ているんですよ。やっぱりそこ
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らをどう考えていかれるか。これは、企業立地

でなくて、他の商工振興関連のところに行きま

すけど。

○田中商工政策課長 委員おっしゃるとおりで、

本県の企業の99.9％はもう中小企業でございま

す。本県の経済活性化に非常に重要な役割を担っ

ていただいているということで、昨年中小企業

振興条例というのを制定して、例えば製品開発

の支援ですとか、販路開拓の支援、あとあるい

は海外展開支援とか、８つの基本方針に基づい

て取り組んでいるところでございます。

おっしゃるとおり、中小企業が頑張れば、雇

用も拡大する可能性もございますし、本県経済

も活性化いたします。この中小企業の振興には、

私どもも一生懸命取り組んでいきたいと思って

おりますので、今後ともまたいろんな御指導を

いただければと思っております。

○坂口委員 ぜひ頑張ってほしいです。

そして今の数には、家族での、何ですか、法

人成りっていうんですかね、そういうのを見か

けだけの会社っていうのは入れず、実際会社と

しての体制をしている企業の数ですから、やっ

ぱりここは10社に１人でも増やすようにぜひ頑

張っていただきたいですね。

○前屋敷委員 地域人づくり事業の中で、この

事業内容に、②ですが、処遇改善がうたわれて

いるんですけれど、この中で具体的に非正規労

働者の正社員化とかあるんですが、これは、極

めて難しいというか、どう具体的に支援ができ

るのかというところも課題になってくる。この

事業全体を通してこの課題もクリアすることは

必要だというふうに思うんですけど、その辺の

方向あたりを、具体策を説明をいただけると。

○福嶋地域雇用対策室長 この地域人づくり事

業の処遇改善におきましては、例えば商品開発

ですとか販路拡大といった方法で、企業の利益

を上げることによって、そこで働く人たちのキャ

リアアップ、正社員化を図ったり、賃金を上げ

たりというのがこの事業のスキームでございま

す。

ですので、今、処遇改善に取り組むという事

業所が239、この事業で予定されているんですが、

そのうち正社員化を図ろうとしているところ

が、36ございます。

今から事業が本格的に始まりますので、それ

が担保できるように、指導といいますか、一緒

に寄り添っていきたいというふうに考えており

ます。

○前屋敷委員 やはり正規労働者とあわせて賃

金の問題も、これには絡んでくるというふうに

思うんですよ。やはり賃金がしっかり担保され

ることが、正社員の条件にもなっていくんだろ

うと思うんです。これはもともと国の事業でや

るということなんですが、そのあたりのところ

にも、この予算がしっかり活用できるというよ

うな中身になっているのかどうかも含めて、ま

た御説明いただければと思います。

○福嶋地域雇用対策室長 この事業のスキーム

としまして、各部各課で組んだ予算を全部外部

委託をすることになっております。企業さんで

すとか団体、あるいはＮＰＯといったところに

委託をして、その中で処遇改善に取り組むとい

うことについては、利益を上げて賃上げとかに

つなげていくということになっておりまして、

その中身につきましては、各委託先でさまざま

でございます。

ですので、その事業計画に沿って、目標どお

りにそういった処遇改善ができるように見守っ

ていくのが、私どもの役割といいますか、そう

いうものだと認識しております。



- 30 -

平成26年６月20日（金曜日）

○前屋敷委員 具体策は、これからだというこ

となので、どういうふうな取り組みをしていく

のかというところも、また順次中身も教えてい

ただければと思いますので、よろしくお願いし

ます。

○重松委員長 よろしいですね。

一応12時になりましたけれども、まだ質疑が

ありますので、ここで一旦休憩を挟みまして、

残りの質疑は、午後に行います。

暫時休憩いたします。午後１時05分の開会を

いたします。

午後０時１分休憩

午後１時５分再開

○重松委員長 それでは、時間が参りましたの

で、委員会を再開いたします。

午前中に引き続き質疑を行います。質疑の御

発言をお願いいたします。

○中野委員 企業立地、現状と課題の取り組み

についてのところで質問しますが、先ほどは、

課長から1,666もの企業を手分けして訪問された

という説明を受けました。御努力に感謝いたし

ます。

それで、その企業の大半は、県外だったと思

うんですが、この10年間でずっと271件書いてあ

るんですが、このうち県外の企業は、何件ある

かを年度ごとに教えください。

○津曲企業立地課長 それでは、御説明します。

まず、16年度が12社です。17年度が９社、18

年度が９社、19年度は７社、20年度が８社、21

年度が４社、22年度が７社、23年度は５社、24

年度が11社、25年度が９社、これを合わせます

と81社になります。

○中野委員 わかりました。

ついでに今度は、県内の企業が、県外ないし

海外に行ったのは、把握されておられませんか。

○津曲企業立地課長 私どもいろいろ情報を集

めておりますが、まだありません。ただ、平成

５・６年度に野尻町から鹿児島県に行った会社

があります。非常に悔しい思いをしています。

ちょうどそのころ、野尻の鉄工所、藤田ワーク

スという名前なんですけど、そこが鹿児島県か

らお誘いを受けて、国分市に行かれまして、今200

人ぐらいの会社になっています。当初五、六人

だったんだそうですけど、要は本当悔しいので、

今度鹿児島県の１社を連れてきます。

○中野委員 宮崎県の企業の方は、ほとんど県

内にということでありがたい話でありますが、

そのことを、ずっと県外に出ていかないように、

海外に出ていかないように、ひとつ、何という

か、そのことも含めて一生懸命企業誘致の努力

に、抑えることも努力ですからね、お願いした

いとこう思っております。よろしくお願いして

おきます。

○津曲企業立地課長 私ども、フォローアップ

事業ということで、宮崎に来られた会社とその

本社、あるいは親会社を一生懸命回って、毎年、

できるだけ年に１回は回りたいということで頑

張っておりまして、例えば、前のほうの県道に

水がたまると、車が通るたびに水がこっちにか

かるとかいうのは、すぐ土木事務所と相談して

改善をしていくと、こんな感じでやっています。

それからカーブミラーですとか、信号ですとか、

こんなところをいろんなことを御相談をしてお

ります。

以上です。

○鳥飼委員 午前中もちょっとお聞きしたんで

すけれども、これは、もう永遠の課題ではある

し、全国的な流れの中にあって、なかなか正規

社員を確保していくというのは、非常に難しい
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ところがあるだろうと思っているんですけれど

も、やはり皆さん方も私どもも、そして県民と

いうか、働く人たちも正規にしてほしいという

気持ちがあるんですが、企業のほうがどうして

も人件費を安く上げようという動きというのが、

社会を覆っているその流れの中で、経費をどれ

だけ少なくしていこうかというようなことなん

ですけど、その辺の現状認識をお願いします。

○茂商工観光労働部長 非正規職員の正規化と

いうことは、非常に大事な課題だというふうに

思っています。

先日も全国的にアンケート調査がされていま

したけれど、結婚できない理由については、男

性の１位はまだ給与が少ないとか、待遇がよく

ないということが上がっていました。女性は、

自由を奪われるのが嫌だということだったよう

ですけれども、そういう意味では、やはりこれ

から人口減少社会ということで非常に大きな課

題だと思っていますけれど、それの一番大きな

ことは、やはり非正規社員を正規化していくと

いうことが非常に大事だろうというふうに思っ

ています。やはり若い人の待遇改善を図ってい

くことが特に求められるんではないかと思って

います。

以上でございます。

○鳥飼委員 なかなか難しい課題ですけれど、

やっぱり粘り強く取り組んでいただきたいなと

いうのがございまして、そこでちょっと、私の

問題意識を継続するということでお尋ねしたい

んですけど、17ページに、「就活アシスト！わか

もの人財育成事業」というのがありまして、事

業内容（３）のところに「ヤングＪＯＢサポー

トみやざき運営強化事業」というのがあります。

このヤングＪＯＢサポートの運営について、以

前は、県が直営みたいな形でやっていたんです

が、それが、委託をするような形をとったと。

その運営の現状とか、私が問題意識を持ってい

るのは、その相談員の身分の問題とか、その辺

についてお尋ねしたいと思います。

○福嶋地域雇用対策室長 まず、民間委託をし

たことによる変化といいますか、一番大きいの

は、24年度から民間委託になったわけですけれ

ども、利用者の数が飛躍的に多くなりました。23

年度と24年度を比較しますと、利用者が2,813名

の増で、6,192名と。さらに平成25年度は、それ

がさらに120名ふえているということでございま

す。

相談員の身分につきましては、一応キャリア

コンサルタントの資格を持っていらっしゃる方

を相談員として５名配置しておりまして、月給

を言いますと、20万円から28万円といったとこ

ろの給料をお支払いしているというところでご

ざいます。

○鳥飼委員 受託先は、どこになるんですか。

○福嶋地域雇用対策室長 今のところ、宮崎県

商工会議所連合会が３年連続で受託しておりま

す。

○鳥飼委員 そうすると、商工会議所がこの事

業を受託をしたと。委託費は全部入れると3,900

万なんですけれども、そこで正職員化されてい

ると思っているんですが、３年だからなかなか

それは難しいよというふうに商工会議所は言う

かもしれないし、しかし問題なのは、そういう

業務の相談、キャリアアップとか、そういうの

を受けながら、受けている本人たちがそうでは

ないというところに問題点があると思っている

んですけど、もしそうだとしたら。現状もう

ちょっと御説明ください。

○福嶋地域雇用対策室長 結果として３年連続

になっておりますけれども、一応公募という形
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をとっておりまして、単年度単年度になります。

ですので、恐らく商工会議所連合会がその方々

を雇うときには、１年という形で雇われている

というふうに考えております。

○鳥飼委員 だから、そこの工夫をやっぱりし

ていくべきだと思うんですよ。そういうキャリ

アアップとか正職員化をということで、県庁も

そういう仕事をしている、また議員もそういう

該当の人たちも仕事を探している、求職者の人

たちもそういう気持ちでいるけれども、実際に

相談を受けている人たちが、そういうふうな不

安定な身分だということで、それはやっぱり困

るんじゃないですかということを、これもう私

も何年か前におつなぎをして、当時の担当者と

いいますか、課長といいますか、そういう人た

ちが団体をつくって受けたらどうかというふう

な話までしたことがありましたけれど、結果的

に商工会議所連合会が受けて、３年間の事業と

して受けていると。そうすると、どうしても１

年１年の単年度雇用になってしまって、そうい

う事業相談員でありながら、身分がそういう状

況でありながら、いや、正規職員さんというの

はこうですよというふうな相談を受けていくと

いうことも、彼女らにとっては、非常につらい

ことなんでないかなと思っているんですね。

そういうところから、やっぱり変えていく、

そのことがやはり県の姿勢としても問われてい

るんじゃないか。結果的に正規の職員を少しず

つでも比率を上げていくということにつながる

と思いますので、そこは十分検討して努力をし

ていただきたいと。もう答弁要りませんから、

問題点は、おわかりだろうと思いますけれども、

指摘をしておきたいと思います。

○重松委員長 ほかにございませんでしょうか。

○宮原副委員長 この企業誘致のところで、取

り組みのところに、東九州道とか、そういう道

路の整備をということで、取り組みとしてはよ

くわかるんですけれど、今度は、10年間のこの

状況を見たときに、道路が整備されることで、

逆に言うと労働力が、宮崎市内から、例えば私

の地元の小林であったり、高鍋であったりとい

うところに確保ができるということも、一方で

は想像はできるんですけれど、実際のところに

なると、やっぱり宮崎に進出して、逆に小林で

あったり、高鍋であったり、そういうところか

ら労働力がやっぱり宮崎に集中してしまうとい

う傾向が強いんだろうというふうに思うんです

けれど、そういった実際のこの企業が進出した

ときの状況というのは、例えば宮崎から通って

きてくれますよというふうな状況があるんで

しょうかね。そのあたりについては、分析はさ

れていますか。

○津曲企業立地課長 いろんなところで、スト

ローといいますか、吸い寄せる形があらわれて

おります。実際宮崎市につい最近、このすぐ向

こう側の今、名鉄観光というビルが入っている

ところに、今回150人規模の事務系の会社が入り

ました。アイネットサポート宮崎というんです

けれど、やはりもう宮崎県内一円からいろんな

格好で、技術がある方をお求めていただいたら、

都城市から通勤されている方もいらっしゃいま

す。ありがたいことに、鹿児島市からこちらに

引っ越してこられた方もいらっしゃるんですが、

やはり皆様、勤めるところがあったらというこ

とで、本当に我々は、できたら地元で働いてい

ただきたいということで頑張りたいと思ってお

ります。

○宮原副委員長 毎年、フリーウェイの工業団

地の総会にも出させていただいたりしているん

ですけれど、やっぱりそこでもいろいろ話が出
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るのには、先ほども言われたけれど、いざ操業

するときのその人材の確保が、なかなか私の地

域で厳しいということが、進出のネックになっ

ているというふうにも聞かされるものですから、

やっぱりそれは、道路であったりいろんなもの

が整備されればされるだけ、そのエリアは広が

りますがねって言いながら、なかなかそこは厳

しいですよね、現状としてはですね。

だから、やっぱりそのあたりを含めてＰＲは

されるんだと思いますよね。エリアは広いとこ

ろから人材を集められますよとは、県としては

言われるんでしょうけれど、企業は独自にやっ

ぱりその状況分析されると。そこらはやっぱり

差があるということですよね。県が持っておら

れるのと。

○津曲企業立地課長 この道路の整備、インフ

ラの整備で物の動きがよくなる。今北部九州に

たくさんの自動車産業がいらっしゃいます。宮

崎でつくって、今まで運んでいくのにちょっと

時間がかかっていました。それが今度いよいよ

大分がつながりますと、どんどん早くなります。

それで物の動きがよくなるということで、県外

の、特に北部九州の方々には、宮崎でつくって

も、時間的なハンディが少なくなりますよとい

う話をしています。

ですから、結局、県内の人を吸い寄せる力と

いうのも出てくるかもしれません。そういうマ

イナスの面もありますが、実際は今回その熊本

と延岡、それからこの宮崎と北九州、これが通

行時間といいますか、これは実質的にかかる時

間が小さくなるということが、やはり企業誘致

にとっては非常にプラスだろうということで、

実際にきょうも職員が、市町村の職員と北部九

州の会社を回っています。それで大変な目に遭っ

ているんです。大分の人とかは、南の方のこと

をあんまり考えていないです。まだ、「通ったの

ですか」というふうな感じでおりまして、実は

佐伯と蒲江というところが、あと１区間残って

いますけど、これが通ると、佐伯から延岡まで

は無料なんですよというのをＰＲしながら、今

一生懸命頑張るしかないということで頑張って

います。ですから、プラスのほうでこのアクセ

スがよくなった話をやっていきたいなと思いま

す。

○宮原副委員長 一生懸命やられているのは、

もう十分わかっているので、あんまりどうこう

言うつもりはないんですけれど、中野議員がい

らっしゃるけれど、えびの市を考えたときに、

分岐点であって、鳥栖みたいな状況を私どもと

してはやっぱりイメージして、分岐点で、物流

としては、非常にいい場所だよねというふうに

いつも思うんだけれど、なぜかなかなか企業進

出がそこは厳しいということになりますよね。

やっぱりそういったのが、人材の確保という

部分で、もう高速だけで言えば、人吉あたりか

ら人が働きに来ていいんだけど、やっぱりそこ

に垣根がある。大した時間もかからないんです

けどね。そのあたりがあるのかなという気がし

たりしているところです。

努力されていますので、よろしくお願いしま

す。

○津曲企業立地課長 ありがとうございます。

今、中野議員の地元の話が出ました。実は工

場の敷地を何とかしましょうということで、今

市役所と、ことし新規事業でいただきました事

業で、工業団地をつくらせていただこうかなと。

鶏と卵の関係がありまして、工場が来ればつく

りますよというときには、なかなか間に合わな

いということで、今受け皿の工場団地、あるい

は事務所、これらを事前に準備してＰＲに回ろ
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うということで、今市役所さん、全市町村では

ございますけれど、いろいろ相談はさせていた

だいております。

以上です。

○重松委員長 ほかにございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 ございませんね。それでは、そ

のほかの質疑についてございますでしょうか。

ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりたいと思います。執行部の皆さん、

お疲れさまでございました。

暫時休憩いたします。

午後１時22分休憩

午後１時24分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

まず、委員会の調査事項についてでございま

す。

前回の委員会を踏まえ、正副委員長で協議し

た結果、大きなくくりで、１つ、人口減少対策

に関すること、２つ、地域活性化対策に関する

こと、の２つを調査事項としたいと考えますが、

いかがでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、協議事項２、３の県内調査についてで

あります。

まず、７月３日・４日に実施予定の県北調査

についてです。

資料１をごらんください。

前回の委員会におきまして、県内調査先につ

いては、正副委員長に御一任いただいたところ

でありますが、現在も調整中であります。決定

している箇所のみ記載しております。確定次第、

皆様にお知らせしますが、よろしいでしょうか

ね。県北については、まだ調整中ということで

よろしいですかね。

○中野委員 大分県庁では何を聞く予定なの。

○重松委員長 大分県庁に伺いまして、企業誘

致の、それこそ現状についてとか、ＵＩターン

の促進の取り組みについてとかなどなど、お尋

ねしてまいりたいと。

○中野委員 県庁以外で調整中の箇所は、大分

のどの辺りですか。

○重松委員長 県北調査の残りの箇所につきま

しては、今のところは県内の各地を検討いたし

ております。よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 次に、７月15・16日に実施予定

の県南調査についてであります。

資料２をごらんください。こちらにつきまし

ても、現在調整中になりますけれども、確定し

ているところのみ記載しております。これも、

確定次第、皆様方にお知らせしたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。よろしいで

しょうか。

○中野委員 三股町はどういう話を聞くのです

か。

○鳥飼委員 調査内容を説明してほしい。

○重松委員長 ちょっと暫時休憩します。

午後１時28分休憩

午後１時35分再開

○重松委員長 じゃあ、委員会を再開いたしま

す。

様々な御意見がございますので、しっかり調

整をして皆様方にお知らせしたいと思います。
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続きまして、協議事項４、次回委員会につき

ましては、７月24日木曜日に開催を予定いたし

ております。

次回委員会での執行部への説明、資料要求に

ついて、何か御意見、御要望はありませんでしょ

うか。

○井本委員 さっきも言ったように、人口減少

を是とするような意見もないことはないと思う

んだよね。そういうのは、どの辺にあるのか、

その根拠とかをもうちょっと聞かせてもらうと

いいがなという気がするんだけど。

○外山委員 出生率が多い国をちょっと調べて

ほしいです。多分、東南アジア、アフリカあた

りと思うけど。それで、その理由。出生率が何

で高いのか。

○重松委員長 わかりました。

ほかにございませんでしょうか。

○西村委員 県の施策はいろいろ出たじゃない

ですか。過疎対策とか。市町村で取り組んでい

るところがあれば、何々町はこういうのをやっ

ています、何々村はそういうのをやっています

というものが少しあれば、そこを県が後押しす

るのか、もしくは全くないところに県が施策を

打つのか。県の施策だけ聞くと、そういうのが

わからないじゃないですか。やっぱり市町村独

自でやっていると思いますので、そこら辺が、

わかる範囲でも、教えてもらえればと思います。

○重松委員長 人口減少に対する市町村の取り

組みですね。わかりました。

○前屋敷委員 地方での対策はわかりますが、

国としての対策といいますか、そういったもの

がどういうものかが余りよく見えてこないので、

やっぱり地方だけで取り組む問題とはかなり違

いますので、やっぱり国の施策と相まってやら

なきゃ解決しない問題が大きいと思いますので、

その辺のところが見える形で。

○重松委員長 国の取り組みということですね。

わかりました。

よろしいでしょうか。

今の４点、もう一度、確認をいたします。人

口減少を是としている考えがどうなのかという

ことですね。

次が、出生率の高いの国の、その理由を含め

た資料があればということですね。

続きまして、市町村が取り組んでいる人口減

少対策。

それから最後に、国としての取り組みはどう

なっているのかですね。

この４点を資料を請求させていただきたいと

思います。よろしいでしょうかね。

○丸山委員 もう一点。商工観光労働部からい

ただいた資料の８ページに、全国に比べて宮崎

県のほうが、大学とか高校の卒業者の離職者が

多いとか、何か、対策を打たないといかんと書

いてある。今キャリア教育ということを教育委

員会でもやっているんですけれども、給料が何

百万円以上になると結婚したいとかそういうの

もあるようですから、子供のときからの職業教

育とか職業観とか、そういうのをどうやってい

るのかというのをもう少し踏み込んでもいいの

かと。そこをちょっとお願いしたい。

○重松委員長 教育委員会にですね。

○丸山委員 はい、教育委員会に。

○重松委員長 キャリア教育に対する取り組み

ちゅうことですね。よろしいでしょうかね。は

い、その件も今追加いたします。よろしいでしょ

うかね。─それでは、そのようにさせていた

だきます。

それでは、続きまして、前回の委員会におい

て、年間日程を配付しておりますが、10月の15
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・16・17日に県外調査を予定いたしております。

７月の委員会の次の委員会は、９月末に開催予

定であり、県外調査まで時間もないことから、

次回委員会においては、県外調査の調査先につ

いても御協議いただきたいと考えておりますの

で、よろしくお願いいたします。

最後になりますが、協議事項（５）の「その

他」でございますが、ここで私のほうからちょっ

と一部資料をお配りしたいと思いますので、し

ばらくお待ちください。

暫時休憩します。

午後１時41分休憩

午後１時42分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

先日、「里山資本主義」等の著者で、藻谷浩介

氏の講演会が宮崎観光ホテルで開催されました。

参加された委員の方もおられますが、御講演

の中で、人口動態について全国の状況や本県の

市町村の状況等が視覚的にわかりやすい資料を

お示ししていただきました。

国立社会保障・人口問題研究所が公表してい

るデータがもとになっておりましたので、今後

調査を進める上での参考になるかと思い、事務

局に作成をさせましたので、ただいま配付させ

ていただきました。

ちょっと暫時休憩します。

午後１時43分休憩

午後１時49分再開

○重松委員長 委員会を再開いたします。

そのほか、皆様方のほうから何かございませ

んでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松委員長 ないですか。それでは、次回の

委員会は、７月24日木曜日午前10時からを予定

いたしておりますので、よろしくお願いいたし

ます。

それでは、本日は以上で委員会を閉会いたし

ます。ありがとうございました。

午後１時50分閉会
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【休憩中の発言】

午後１時28分～

○重松委員長 ざっくりとした話を。済みませ

ん。三股町役場は、人口減少対策について、長

田地区いきいき集落の活動について、また子育

て環境の整備についてなどを調査項目として考

えております。

○宮原副委員長 いいですか。ちょうどこの三

股町だけが人口がふえている地域なんですよ。

この町と言いながら。そういう部分でありなが

ら、三股の中にも人口が減っている地域がある

ということも聞いています。ふえているのは隣

の都城が隣接しているからということにはなる

んだけれど、一応はそういった人口減少を含め

て、活性化ということを含めて選ばせていただ

いたところです。別の地域もあったんですが、

その地域が、対応できないという部分がありま

したので、一応三股町を設定させていただいた

ところです。

○鳥飼委員 そのほかのところは。

○宮原副委員長 多良木については、球磨郡全

体を含めてですが、やっぱり人口が減少してい

る状況がある地域です。県内だけではなくて、

別の県でどういう状況になっているかというの

を聞かせてほしいということで、多良木を選ば

せていただいたところです。

○重松委員長 熊本県庁は、熊本移住定住促進

戦略というのを熊本県がつくっておりまして、

その取り組みについて。また、地域づくり夢チャ

レンジ推進事業というのも熊本県が行っており

ます。

もう一つは、熊本県ものづくりを中心とする

産業人材強化戦略等という取り組みをお伺いに

行きたいというふうに考えております。

あと、宮崎ウッドペレットさんは、林地残材

のバイオマス、石炭との混焼発電の実証事業に

ついてを伺いに行きたいなと。今のところ、そ

ういうところでございます。

○中野委員 多良木町は、槻木集落にも行く予

定ですか。

○宮原副委員長 槻木集落のことも、話として

もそこで聞かれればいいというふうに思います

が、実際にそこまで行ける状況ではないと。

○中野委員 行かなくても良いのだけど。役場

でも。

○宮原副委員長 役場でそういう話も聞いてい

ただければいい。

○中野委員 調査項目にも入っているの。

○宮原副委員長 まだ詳細は今からですが、こ

一応こういうお願いをしたいということで受け

てはいただいているところです。

○中野委員 あそこは町長の出身地が、その槻

木になるの。だから、来られるかわからないけ

ど、町長が来ればその思いがわかる。思いがあ

るからよそから入ってきた１人の生徒のために

学校を再開した。言葉は悪いですが、わずか70

戸数で132名しかいないところの学校なんです

よ。参考になると思う。

○宮原副委員長 宮崎との県境の地域だから、

病院にかかるときは、熊本側に行かずに、小林

側に出てくるという地区。

○中野委員 須木の中原までたった20分で行け

る距離です。私の須木の親戚の家から25分で行

くんですよ。槻木までは。

○宮原副委員長 宮崎県側は道路が改良が済ん

でいるんですよ。全部。ところが、多良木側が

進んでいないので、だからその集落の方は全部

宮崎側に出てくるということです。
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○中野委員 田代八重というダムがありますが、

あの上流なんですよ。

それと、まだ県北が決まっていないようです

が、県内で本当に人口が減っている地域の取組

を調査に入れてほしいなと思います。

○重松委員長 日之影、美郷など。今調整して

いるところでは、美郷町も入っております。美

郷町と木城町とか候補に上げております。

○中野委員 国や県に言わせれば、限界集落と

いう言葉は定義があるわけではなく、どこかの

大学教授が言った言葉ということしか言わない。

町村レベルでは、今現在人口が減少していて、

消滅とか言われてるけど、その前提としてやっ

ぱり集落がなくなると思うんですよね。そうい

うところの対策がどうかということを是非調査

したいと思うんですよね。

また、集落の捉え方も、大字単位とか様々で

あって、市町村でばらばらなんですよ。だから、

困っているところを是非調査したいなと思いま

すが。

○宮原副委員長 今調整をしてもらっているの

は、そういう地域も候補には上げているんです

けど、この行程の時間と向こうの受け入れが確

定しないものですから、こうはめ込めることが

できないなんていう状況になっているとこのよ

うです。

○髙橋委員 調整等まとめて正副委員長に一任

します。（発言する者あり）

○重松委員長 よろしいですかね。

午後１時43分～

○重松委員長 表の見方は、皆様、大体おわか

りですかね。この前の御説明がありましたが。

説明をちょっと事務局より説明いたします。

○日髙副書記 １ページをごらんください。2010

年から2040年の間の人口の増減率をあらわした

グラフになります。縦軸が65歳以上の人口の増

減率です。横軸が15歳から64歳、いわゆる生産

年齢人口減少率ということになっております。

こちらは増はありません。全国の状況で見ます

と、宮崎は、このグラフでいくと中ほどになっ

ておりまして、2010年を基準として、2040年に

は生産年齢人口が三十数％減ってしまうと。一

方、縦軸見ていただくと、65歳以上の人口が十

六、七％ふえていくというふうなグラフになっ

ております。なお、100年で現役世代が０になっ

ていくということ矢印のところでが書いてあり

ますけれども、もしこのまま進行していくと、

統計上の話ですが、宮崎は、大体90年ぐらいで、

生産年齢人口が０になるということにんなって

おります。

続きまして２ページが、全国のうち、九州だ

けを抽出したものでございます。

続きまして、３ページが、これは県内の市町

村につきまして、同じようなグラフをつくって

みたところでございます。

先ほど宮原副委員長のお話にもありましたが、

三股町では生産年齢人口の減少率が低いという

ことで、グラフの一番右側に位置しております。

逆に、グラフの一番左側の日之影町では、生

産年齢人口が60％以上減ってしまうことになり

ます。

４ページ以降は、人口動態を視覚的にわかり

やすく表にしてみたものです。左上の表が70年

前、昭和15年時点の５歳ごとの人口分布となっ

ております。そこから順に50年前、30年前、10

年前というふうに並んでおります。

次の５ページの左上のグラフが現在の状況に

なっておりまして、今後、６、７、８のグラフ
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にありますとおり、だんだん生産年齢人口が減

少していくというような予測になっております。

６ページ以降は、今ご説明しましたものの、

宮崎版をつくってみたところでございます。

説明は以上でございます。

○重松委員長 おわかりですかね。こういう資

料をつくらせていただきました。御参考にして

いただきたいと思います。

○中野委員 この１ページの表を見ると、宮崎

は中ほどという話だけれども、もともとが高齢

化が高いからですからね。高いのをこれから30

年後はこうなるという言い方ですから、その現

実の高齢化率も加味して、どうなるという読み

方もしないといけない。

秋田県なんか、働く人はもうかなり減って、

どうにもならんという状況だからね。

○重松委員長 よろしいでしょうか。（「はい」

と呼ぶ者あり）そういう資料でございますので、

これをまた基本にまた協議していきたいという

ふうに考えております。


